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ＬＳＩ時代のコンピュータ産業

世界コンピュータ産業史（皿 ：１９７０年代）

坂　本　和

１． ｒＬＳＩ時代」の到来とＩＢＭ コンピュータ「第３ ．５世代」

　（１）ｒｌＬＳＩ時代」の到来　　本格的なマイクロェレクトロニクスの時代へ

　単体部品としてのトランジスタにかわるＩＣの成立は，同時に，ＩＣに埋め

込まれるトラノソスタ ，その他の素子の集積度が急速に局度化していく歴史へ

の出発点であ った。トラソジスタからＩＣへの発展は，電子回路の発展が求め

る省エネルギ ー化，小型化，技術的信頼性の高度化への要請の必然的な結果で

あっ たが，そのような電子回路の発展が求める技術的な要請は，一たんＩＣが

開発されると ，今度は，ＩＣそのものにおける素子集積度の局度化の追求によ

って実現一されることにな ったからである 。こうして ，マイクロエレクトロニク

ス独自の技術的世界が展開していくことにな った 。

　もっとも集積度の高度化が著しいメモリーＩＣ，ＤＲＡＭ（記憶保持動作が必要

な随時読み出し書き込み用 メモリー）についてみると ，１９６０年代はじめに１チ ッ

プあたり数個で始まっ た素子の集積は，１０年後の７０年には１ ，０００個を超え ，さ

らに７０年代中葉には６万５，ＯＯＯ個の水準にまで達した。こうして ，６０年代はじ

めから７０年代の中葉に至る間においては，素子集積度はほぽ年２倍（２年で４

倍）の倍率で高まっ た。

　１９７０年代後半からしばらくは，微細化加工技術が一つの壁にぶつか ったこと

もあり ，２年で２倍程度にいく分集積のスピードは鈍ることにな った。しかし ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（６５８）
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集積度の高度化は確実に続き ，１９７９～８０年には１０万個のオーダー に乗り（記憶

容量では，６４Ｋビ ットの段階），８４～８５年には５０万個の水準に達し（２５６Ｋビ ットの

段階），さらに８７～８８年には２００万個の水準に達した（１Ｍビ ットの段階）。 そし

て１９９０年代初頭の今日 ，８００～１ ，ＯＯＯ万個の水準に達しつつあり（４Ｍヒットの

段階），さらに９０年代半ぱには，３，０００万個台（１６Ｍビ ットの段階）に達すること

が展望されている 。こうして１９８０年代半ぱ以降は，ふたたび集積のスピードが

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
高まり ，近年はほぽ３年に４倍程度の倍率で増加を続けている 。

　以上のような素子集積度の高度化によるＩＣ（メモリーＩＣ）の発展は，　般

にその程度によっ て， ０小規模Ｉｃ（素子集積度１０～１００個未満），（２）中規模Ｉｃ

（１００～１ ，０００個未満） ，　大規模ＩＣ（通称ＬＳＩ）（１ ，ＯＯＯ～１０万個未満），＠超大規模

ＩＣ（通称Ｖ ・ＬＳＩ）（１０万個以上），　ウルトラ大規模ＩＣ（通称Ｕ ・ＬＳＩ）（８００～

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）１， ０００万個以上），という５つの段階に区分されている 。

　このような段階区分にしたがえぼ，１９６０年代以降の時代は，以下のような諸

段階に区分される 。

０　１９６０年から６６年ごろまでの小規模ＩＣの時代 。

　　１９６７年ころ以降の中規模ＩＣの時代 。

　　１９７０年ごろ以降の大規模ＩＣ（ＬＳＩ）の時代 。

　　１９７９～８０年以降の超大規模ＩＣ（Ｖ ・ＬＳＩ）の時代
。

　　１９９０年ころ以降のウルトラ大規模ＩＣ（Ｕ　ＬＳＩ）の時代 。

　１９６０年代はじめにＩＣの発展がはじまっ て以来の素子集積化の歩みは以上の

ようであるが，このようなＩＣの歴史のなかでも大きな段階を画すのは，ＬＳＩ

が登場する１９７０年代以後の時代である 。今日の段階からみれぱ，同じくＩＣの

時代であるとい っても ，１９６０年代はＩＣの技術的な確立期であり ，助走の段階

であ った。ＩＣ技術がマイクロエレクトロニクスとして確立し ，本格的に杜会

の「基盤技術」として広範な産業分野に浸透し始めるのは，実際にはＬＳＩの

段階を迎える１９７０年代に入 ってからである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
　この点を象徴するのは，１９７１年，マイクロ プロセッ サの登場である 。

　マイクロ プロセソサとは，コ■ピ ュータの中央処理装置（ＣＰＵ）の機能を一

　　　　　　　　　　　　　　　　（６５９）
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個のＩＣとして実玩したものである 。したが って ，それは，簡素化されている

とはいえ，基本的に普通のＣＰＵと同様に，命令解読用論理回路，制御用論理

回路，演算回路，そしていくつかの記憶回路などを備えている 。

　１９７１年，イノテル杜（Ｉｎｔ・ｌ　Ｃ・・ｐ…ｔｉ・ｎ）が発表した ，２，２００個の素子からな

る４ビ ットのマイクロ プロセッ サ「４００４」が，その最初の成果であ った。それ

は当初，電卓用の論理代行装置として開発されたものであ ったが，本質的に コ

ンピ ュータのＣＰＵとしての機能をもつものであ った。それは，ＩＣにおける

素子集積度が四桁のオーター に乗り ，ＬＳＩの段階を迎えたことの成果てあると

同時に，単に集積度が高まっ たということを超えるＩＣ技術の質的な展開を示

すものであ った 。

　このＣＰＵのＩＣ化，マイクロ プロセッサの誕生は，ＩＣ技術が杜会的に果た

す役割の点で決定的な意義をもつものであ った。これによっ て， ＩＣ技術の応

用分野か飛躍的に拡かり ，その活用か杜会的な普遍性をもつようにな ったから

である 。

　出発した当初のマイクロ プロセッサは，２，２００個の素子からなる４ビ ットの

ささやかなものであ った。しかし，ＩＣ技術の発展とともに，マイクロ プロセ

ッサの発展もめざましいものがあ った。その後，マイクロ プロセッサの機能は

４ビ ットから８ビ ット ，１６ビ ットと高まり ，現在は３２ビ ットの時代に入 ってい

る。 また，素子集積度は年率約４０％のべ 一スて伸ぴ続げて今日に至 っており ，

現在支配的な３２ヒソトのマイクロ プロセヅサは約１００万個の素子を内蔵するま

でにな っている 。これは，１９７１年に最初のマイクロ プロセッサ「４００４」が登場

した当時の大型 コソピ ュータ以上の処理能力を有するものである 。

　（２）ＩＢＭシステム３７０の登場とｒ第３５世代」

　０　システム３７０の登場と「第３ ．５世代」

　こうして ，１９７０年代を迎え ，ＩＣはＬＳＩ（大規模ＩＣ）の段階に入 っていくこ

とになり ，ＩＣ技術がマイクロエレクトロニクスとして確立し，本格的に杜会

の「基盤技術」として広範な産業分野に浸透し始めることにな った。そして ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（６６０）
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コノピ ュータの歴史も ，ＩＣの新しい発展形態としてのＬＳＩが論理素子として

と同時に，さらに記憶素子として採用されるようにな っていく 。

　現実に，ＬＳＩか コノピ ュータの新しい技術基盤として採用されるのは ，１９７１

～７２年ごろからであ った。このころ ，ＩＢＭは１９６０年代後半の コンピ ュータ世

界を支配してきたシステム３６０の後継 システムとして ，システム３７０（３７０シリー

ズ）を世に出し始めたが，これがＬＳＩを体系的に採用して ，コソピ ュータの新

しい時代を拓くことにな った 。

　システム３７０は，１９７０年７月 ，最初のモデル１５５と１６５が発表されてから ，７６

年７月 ，最後のモデル１３８と１４８が発表されるまで，合計１１のモデルを順次展開

してい った。この間のモテル展開を具体的にみると ，表皿 一１およぴ図皿 一１

　　　　　４）
のようである 。

表皿 一１　ＩＢＭシステム３７０のモデル展開

モデル名 発表年月 初出荷年月 ＭＩＰＳ 主記憶容量
（ｂ卯ｅｓ） 主記憶素子

１５５ １９７０ ．７ １９７１ ．７ Ｏ． ５８ ２５６Ｋ～　２Ｍ コ　　　ア

１６５ １９７０ ，７ １９７２ ．１ ２，

０ ５１２Ｋ～　３Ｍ コ　　　ア

１４５ １９７０ ．９ １９７２ ．４ ０． ３４ １１２Ｋ－５１２Ｋ バイポーラＩＣ

１３５ １９７１ ．３ １９７２ ．９ Ｏ． １６ ９６Ｋ～２４０Ｋ パイポーラＩＣ

１９５ １９７１ １６ １９７１ ．６ ４．

８ １Ｍ ～　４Ｍ コ　　　ア

１５８ １９７２ ．８ １９７３ ．８ ０． ８ ５１２Ｋ～　２Ｍ ＭＯＳ ・ＩＣ

１６８ １９７２ ．８ １９７３ ．１２ ２， ２ １Ｍ～　４Ｍ ＭＯＳ ・ＩＣ

１２５ １９７２ ．１０ １９７３ ．８ ０． ０８ ９６Ｋ～１２８Ｋ ＭＯＳ ・ＩＣ

１１５ １９７３ ．３ １９７４ ．４ ０． ０５ ６４Ｋ～９６Ｋ ＭＯＳ ・ＩＣ

１３８ １９７６ ，７ １９７７ ．２ ０． ２１ ５１２Ｋ～　１Ｍ ＭＯＳ ・ＩＣ

１４８ １９７６ ．７ １９７７ ．４ ０， ４７ １Ｍ～　２Ｍ ＭＯＳ ・ＩＣ

（庄）ＭＩＰＳはＭｉ１１ｏｎ　Ｉｎｓｔｍｃｔｉｏｎｓ　Ｐｅｒ　Ｓｅｃｏｎｄの略で，ＣＰＵ（中央処理装置）が１秒間に実行する命令個数

　　を１００万個を単位に表わしており ，ＣＰＵの処理能力を示す指標である 。

（出所）（株）モースト ・アンド ・モア　ｒＩＢＭ企業分析（１９８２年版）」１９８２年，３４３－５べ一ジ ，「ＩＢＭ／

　　ＦＡＣＯＭ／ＨＩＴＡＣ／ＭＥＬＣＯＭのバフォーマンスー覧」より作成 。

　システム３６０についで，システム３７０の導入においても ，ＩＢＭはそれによっ

て，エレクトロニクス技術の新しい展開を体現するコ１■ピ ュータを開拓するこ

とにな った。しかし ，システム３６０が コ１■ピ ュータの発展史においてもっ た意

義や，それが及ぽした衝撃の大きさに比べれぱ，システム３７０のそれは，相対

　　　　　　　　　　　　　　　　（６６１）
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的に小さなものに止まっ た。 また，そう

ならざるをえない必然性があ った 。

　システム３６０の成立は，相互に技術的

な互換性のないさまざまなモデルから成

る「第２世代」の製晶構成を「単一製晶

ライソ」に一本化し ，各構成モデルを相

互に互換性のあるファミリー・ マシンと

してまとめ上げるという ，製品概念上の

大変革を意味していた。したが って ，ノ

ステム３６０は，それまでの「第２世代」

の製品構成からの断絶の上に成り立 って

いた 。

　これに対して ，システム３７０は，こう

してｒ単一製品ライ１■」の考え方のもと

にまとめ上げられたシステム３６０の，後

継システムであ った。したが って ，すで

に世界の コノピ ュータ市場を大きく支配

しているシステム３６０の成果を再度否定

するのではない限り ，それはシステム

３６０からの連続性，漸進的展開を運命づ

けられていた。具体的にそれは，！ステ

ム３６０の ，４４，６７を除くすべてのモデル

のソフトウェ アを書き換えなしで使用で

きるようにな っていた。また，システム

３６０で使われているほとんどの周辺装置

を同時にシステム３７０に接続できるよう

にな っていた。こうして ，システムの展

開史上，システム３６０と３７０のおかれた歴

　　　　　　　　　　　　　　　　（６６２）
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史的な位置は大きく異な っており ，システム３７０はすでにシステム３６０がもっ た

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
ような画期性をもちえない状況におかれていた 。

　システム３７０については，さらに発表のされ方にもその影響を減殺するとこ

ろがあ った。表皿 一１に示されているように，まずそれを構成するモデルの発

表カミ，システム３６０の場合のように最初の発表で全体の構成を体系的に示すよ

うな形をとらず，順次展開していく形をとっ た。 したが って ，それは，少なく

とも第１弾（モデル１５５，１６５）の発表当初においては，全体系を最初から提示し

たシステム３６０に比べて ，いささか迫力を欠くことにな ったのである 。

　この点でより重要な点は，発表されたものの内容である 。結果としてみて ，

！ステム３７０の画期的な特徴の一つは，新しい技術基盤としてのＬＳＩを，論理

素子として採用するだげではなく ，主 メモリーとしても使用するようになり ，

その意味でＬＳＩを体系的に採用したということである 。しかし ，システム３７０

の第１弾として１９７０年７月に発表されたモデル１５５および１６５の２機種では，主

メモリーとしては従来どおりコ ア・ メモリー が採用されており ，第２弾のモデ

ル１４５と１３５からようやくＩＣメモリー が使用されるようにな った。それも当初

採用されたのは，バイポーラ型ＩＣメモリー であり ，本命としてのＭＳＯ型ＩＣ

メモリー が採用されるようになるのは，ようやく第３弾として登場するモデル

１５８と１６８においてであ った。このようなシステム３７０展開の経過は，結果とし

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
て実現した技術基盤の革新の意義を減殺することにならなざるをえなか った 。

　ところで，これまで辿 ってきた，１９５１年ＵＮＩＶＡＣ －１，５３年ＩＢＭ７０１の導

入に始まる コソピ ュータの「世代」交替の歴史をみると ，１９７０年のシステム

３７０の導入は，コノピ ュータの「第４世代」を拓くものとして期待される根拠

があ った。５１年ＵＮＩＶＡＣ －１＝ｒ第１世代」 ，５８年ＵＮＩＶＡＣ　Ｓｏ１ｉｄ　Ｓｔａｔｅ８０＝

ｒ第２世代」 ，６４年ＩＢＭシステム３６０＝ｒ第３世代」というｒ世代」交替の歴史

を念頭におけば，それまでほぼ６～７年の周期で「世代」交替をすすめてきて

おり ，このような周期からすれぼ，当然，１９７０年代初頭に予定されるシステム

３７０には「第４世代」のパイオニアとしての役割が期待された 。

　実際に登場したシステム３７０は，たしかに電子デバイスの新しい発表段階を

　　　　　　　　　　　　　　　　（６６３）



　３０　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４０巻 ・第５号）

示すＬＳＩをその技術基盤として ，コ：■ピ ュータの新しい時代を拓くことにな

った。しかし ，システム３７０が実際に コンピ ュータの発展史上でもっ た影響は ，

いまのべたようなことで，それまでの「世代」交替の担い手とな ったシステム

に比へれは，相対的に小さなものにとどまらさるをえなか った。　般に，ノス

テム３７０に始まる新しい段階は，「第４世代」とは呼はれずに，「第３５世代」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
と呼ぼれるが，それには，以上のような事情が反映している 。

　　　システム３７０の特徴

　結果として「第３ ．５世代」として位置づげられたように，システム３７０が コ

ソピ ュータ発展史上にもっ た意義や影響は，システム３６０にくらべて相対的に

小さなものに止まっ た。 しかし ，それはあくまでもシステム３６０と対比しての

ことであ って ，それはやはりそれとして ，システム３６０に対していくつかの画

期的な特徴をもつものであ った 。

　第１は，まずなによりも基本的な機能の大幅な向上である 。システム３６０と

３７０の初期発表４モデルの間の内部処理能力を比較してみると ，３７０モデル１４５

は３６０モデル４０の４．３倍 ，３７０モデル１５５は３６０モデル５０の３．５倍 ，３７０モデル１６５は

３６０モデル６５の２．Ｏ倍とな っていた 。

　第２の特徴は，新しい電子回路デバイスとしてのＬＳＩが，それまでの代表

的なデバイスのように論理素子としてだけではなく ，主 メモリーとしても使用

され，そのような意味でＩＣが「体系的」に採用されるようにな ったことであ

る。 システム３６０では，論理素子としてはＩＣが使用されるようにな っていた

が， 主メモリーとしては コア ・メモリー が使用されていた。システム３７０の段

階になり ，ＩＣもＬＳＩの段階を迎えるに至 って ，はじめてＩＣが論理素子とし

てだけではなく ，主 メモリーとしても採用されるようになり ，ＩＣが体系的に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
コ：■ピ ュータの技術基盤とな ったわげである 。ただし ，ノステム３７０に主 メモ

リーとしてＩＣメモリー が採用されるのは，最初のモデルからではなく ，モデ

ル１４５と１３５からであり ，またＩＣメモリーの本命であるＭＳＯ型ＩＣメモリー

が採用されるようになるのは，モデル１５８と１６８からであ った 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（６６４）
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　第３の特徴は，いわゆるバーチ ュアル ・ストーレジ ・システム（Ｖｉ・ｔｕ・１Ｓｔ・ｒ

・ｇｅ　Ｓｙ・ｔ・ｍ） ，通称，仮想記憶 ■ステムかファミリー・ マ！■全体に統一的に

装備されたことである 。ハーチ ュァル ・ストーレノ ・ノステムとは，主記憶装

置にあるプ ロクラムの一部を一時的に外部記億装置に移し，必要に応じて主記

憶装置へふたたび呼び戻して処理できるようにするシステムであり ，これによ

って外部記憶装置が事実上の（Ｖｉ・ｔ・・１）主記憶装置として働くようにするもの

である 。ＩＢＭは，１９７２年８月 ，システム３７０の第３弾，モデル１５８と１６８をこの

ような ノステム を備えた機種として発表すると同時に，このノステム をそれま

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
でに発表されている各モデルにも追加すると発表した 。

　第４の特徴は，いわゆるマルチプ ロセノノク ・ノステム（Ｍｕ１ｕｐ・ｏ・…ｍｇ

Ｓｙ・ｔ・ｍ）かファミリー・ マ！ノの中心に，本格的に導入されたことである 。マ

ルチプ ロセノ：／ク ・＝■ステムとは，２台以上のＣＰＵか主記憶装置を共用し ，

１個のオペレーティソグ ・システムで管理されるシステムのことである 。この

場合重要なことは，これと類似したシステムであるデ ュプレックス ・システム

やロードシ ェア ・システムの場合には，２個またはそれ以上のオベレーティン

グ・ システムで管理されているのに対して ，１個のオペレーティング ・システ

ムで管理されていることである 。ＩＢＭは１９７３年２月 ，マルチプ ロセシソグ ・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１Ｏ）
システム を備えた機種として ，モデル１５８ＭＰと１６８ＭＰの２機種を発表した 。

　！ステム３７０は，結果としてｒ第３５世代」の コノピ ュータと位置つけられ

たように，コノピ ュータ発展史上もっ た影響は，システム３６０に比べて相対的

に小さなものに止まらざるをえなか った。しかし，それはそれとしてシステム

３６０に対していくつかの画期的な特徴をもつものであ った。つまり ，それは基

本的な機能の大幅な向上を実現したと同時に，さらに構造的　機能的な側面か

らみて ，以上のようないくつかの点で，やはり画期的な内容を実現するもので

あっ た。

　　３０３Ｘシリーズの導入とその意義

ＩＢＭは，１９７６年７月 ，システム３７０の展開としてモデル１４５，１３５の後継機種

　　　　　　　　　　　　　　　（６６５）
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としてモデル１４８，１３８を発表したが，このあと７７年３月 ，さらにモデル１６８の

上位に位置する大型機種の新モデルを発表した。この新モデルは，これまでの

展開からすれば，当然モデル１７８と名付けられるべきものであ った。しかし ，

それは実際にはシステム３７０の展開の形をとらず，３０３３という 口乎称の新 モデル

として発表された。さらに，同年１０月には，モテル１５８，１６８の後継機種の内実

をもっ た新 モデルが３０３１．３０３２として発表され，システム３７０の大型機種が

３０３Ｘノリースという別の！リースとして新展開することにな った 。

　ところで，内実はシステム３７０の展開に過ぎないものが，このように別の新

シリーズとして設定されなければならなか ったのはなぜか 。

　その背景として ，まず第１に，１９７０年代も後半になると ，７０年に発表された

システム３７０がそろそろ成熟期を迎えつつあり ，先にシステム３７０の導入につい

てみたように，これまでの「世代」交替の周期からすれば，新「世代」の後継

システムの登場が期待される時期が到来していたという事情があ った。しかも ，

システム３７０の拓いた「世代」が，「第４世代」を期待されながらも「第３ ．５

世代」という中途半端なものにとどまっ ていたことを考えると ，つぎに登場す

る新 システムはまさに真の「第４世代」を拓くものでなげればならなか った 。

　しかし ，１９７０年代後半に入 っても ，ＩＢＭの製品開発は実際にはまだそのよ

うな新「世代」を拓きうる新システムの発表にまでは到達していなか った。結

果的にいえぼ，それは１９７９年に発表される ，超ＬＳＩ装備の４３００シリーズを待

たなげれぼならなか った。このような状況のもとで，ＩＢＭは，７７年，システ

ム３７０の新大型機種，およぴすてに４年を経過してモテル　チ ェノソの時期を

迎えていたモデル１５８と１６８の後継機種の発表に際して ，それらをシステム３７０

の展開としててはなく ，３０３Ｘノリースという新 ノリースの形で発表し ，来る

べき「第４世代」システムのいわぼ「繋ぎ」システムとしたわけである 。

　もう一つの背景は，１９７５年，アムタール杜（Ａｍｄａｈ１Ｃｏ・ｐｏ・ａｔ１ｏｎ）を鴨矢と

する ，いわゆるＩＢＭ コンパチブルＣＰＵメーヵ一（Ｐ１ｕｇ－ｃｏｍｐａｔｉｂｌｅ　ＣＰＵ

Ｍａｎｕｆａｃｔｕ・ｅ・・）の急進出であ った。ＩＢＭ コノハチフルＣＰＵメーカーとは，フ

ラグの差し替えだげで，ソフトウェ ァや周辺装置はそのまま使いながらＩＢＭ

　　　　　　　　　　　　　　　　（６６６）
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製のＣＰＵを代替できるような独自のＣＰＵを製造するメーカーてある 。この

ようなメーヵ一の進出に対して ，ＩＢＭはなんらかの対抗措置をとらなければ

ならない状況におかれていた（アムダール杜にょるＩＢＭ コソパチブルＣＰＵの開発

については，４でくわしく説明する）。

　ＩＢＭ コソパチブルＣＰＵメーカーの台頭に対してＩＢＭがとるもっとも有効

な対抗措置は，コソパチブルの対象とな っている既存 システムから ，技術的に

大きく飛躍した革新的なシステム を導入することであ った。これができるなら

ぱ， ＩＢＭ コソパチブルＣＰＵメーカー は新たな コノパチブル機種の開発を迫

られ，新たな開発負担を強いられることになるからである 。

　しかし ，当時ＩＢＭはまだ，そのような新 ：／ステム ，具体的にはｒ第４世

代」用のシステム を発表するところまでは到達していなか った。そこで ，

ＩＢＭは コンパチブルＣＰＵメーカーこ対して ，当面価格切り下げで対抗せざ

るをえなか った。しかし，この場合にも ，既存のシステム３７０の展開線上での

新モデルにこれまで試みたことのないような価格切り下げを行うことはできな

かっ た。 そこで，ＩＢＭは，コンパチブルＣＰＵメーヵ一こ対抗して ，このよ

うな新モデルに対する価格切り下げを実行するためにも ，内実的にはシステム

３７０の展開線上の新モデルを別の新シリーズとして設定する必要があ ったわげ

である 。

　実際に，１９７７年３月に発表された３０３３は，システム３７０の最上位機種 モデル

１６８－３の１ ．６～１ ．８倍の内部処理能力をもっ ていたが，価格の方は逆に約４０％安

くな っていた。これまでこのような新上位機種を発表する場合，たとえば価格

は２０％上がるが，能力の方は倍増しているということでユー ザーの上位機種志

向を引き出してきたＩＢＭとしては，このような３０３３の価格戦略は，実に異例

のことであ った 。

　しかし，このようなＩＢＭ コンパチブル ・メーヵ一 を意識しすぎた価格戦略

は， ＩＢＭに思いがけないブーメラソ効果をもたらすことにな った。それは ，

３０３３の受注がアメリカだけで発表後２日で１ ，ＯＯＯ台，２ヵ月後には３，ＯＯＯ台とい

う異常な数字に上ったからである 。これは，ＩＢＭの生産計画を大幅に狂わせ

　　　　　　　　　　　　　　　　（６６７）
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た・ このため，この価格戦略は，ＩＢＭ コンパチブル ・メーカー 潰しの効果よ

りも 。かえ って コ：／パチフル ・メーカーの潜在需要を顕在化させることにな っ
　　　　　１１）
たともいえる 。

　（３）小型コンピュータ市場の展開とＩＢＭの進出

　¢　小型 コ！ピ ュータ市場の展開　　ハーソナル ・コ！ピ ュータ市場の形成

　本稿シリーズｕでみたように，１９６０年代後半になると ，それまでの汎用 コン

ピュータの範馴こ入らない小型 コ：／ピ ュータの分野か急速に展開してきた（以

下， 「小型 コンピ ュータ」という場合には，汎用 コソピ ュータの小型機種とは区別して ，

これまでの汎用 コンピ ュータの枠外の小型 コソピ ュータを意味している）。

　このような，小型 コソピ ュータ市場の形成を促したのは，なによりもその技

術基盤としてのＩＣの発展であ ったが，１９６０年代後半に，ＤＥＣ杜が６５年に出

荷したＰＤＰ－８が突破口とな って ，とくに科学技術計算やプ ロセス 制御，不ヅ

トワーク制御などの特定用途むけに設計されたミニコンピ ュータの市場が急速

に成長した 。

　小型 コンピ ュータ市場は，１９７０年代に入ると ，ＩＣの高集積化，ＬＳＩの発展

を基礎に，さらに多様な展開を示すことにな った。一方では，上のミニコンピ

ュータとは逆に，一般事務処理向げに設計されたスモール ・ビジネスコンピ

ュータ（日本では，普通，オフィス ・コンピ ュータと呼ぱれている）の市場が形成さ
　１２）

れた 。

　１９７０年代に入り ，ＩＣがＬＳＩ時代を迎え，マイクェレクトロニクス が本格的

な展開の段階に入 ったことを象徴する コンピ ュータ産業の製品革新は，ミニコ

ンピ ュータやスモール ・ビジネスコンピ ュータよりもさらに一回り小型で個人

便用向けの汎用 コンピ ュータであるパーソナル ・コンピ ュータ（デスクトッ

プ・ コンピ ュータ）の出現であ った 。

　パーソナル ・コソピ ュータは，ひとことでいえば，マイクロ プロセッ サを多

目的に使える汎用 コソピ ュータの形にまとめたものであり ，マイクロ プロセッ

サの開発がパーソナル ・コ：■ピ ュータ開発の基礎にな っている 。実際に現在の

　　　　　　　　　　　　　　　　（６６８）
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パーソナル ・コンピ ュータの先駆けといえるものは，１９７５年１月 ，Ｐ０〃Ｚ〃

”６倣０”３ 誌の広告に登場した，ニ ーメキシコ 州の小さなエレクトロニク

ス・ メーカー マイクロインスツルメソテーショソ ・テレメトリ ・システムズ

杜（Ｍ１・・ｏ－Ｉｎ・ｔ・ｍｅｎｔ・ｏｏｎ Ｔｅ１ｅｍ・岬Ｓｙ・ｙ・ｍ・ Ｃｏ・ｐｏ・・ｔ・ｏｎ ＭＩＴＳ）のＡＬＴＡＩＲ－

８８００であ った。これは，イソテル杜がｒ４００４」についで１９７３年に開発した８

ビット ・マイクロ プロセッ サ「８００８」の技術を基礎に開発された汎用 コソピ

ュータで，基本価格が４２０ドルという破格の安さであ った 。

　パーソナル ・コソピ ュータの歴史のうえで画期的な年とな ったのは，１９７７年

であ った。この年に，のちに「パーソナル ・コソピ ュータの御三家」といわれ

るようになるア ソプル ・コノピ ュータ杜（Ａｐｐｌｅ Ｃｏｍｐｕｔｅ・Ｉｎｃ），コモトール
・

イノターナ！ヨ ナル杜（ＣｏｍｍＯｄ０・ｅＩｎｔｅｍ・ｔ１０ｎ・１Ｌｔｄ）
，タノティ 杜（Ｔ・ｎｄｙ

Ｃ０・ｐＯｒａｔｉＯｎ）が相次いでパーソナル ・コノピ ュータの新製品を発表した。１９７７

年３月に，ア ップル杜とコモドー ル杜がそれぞれ，ＡＰＰＬＥ－１ ，ＰＥＴを発表

し， さらに８月にはタソ ディ 杜がＴＲＳ－８０を発表した。しかも ，これらの製

品はそれぞれ従来例をみない大量生産によっ て世に出回ることにな ったので ，

パーソナル ・コソピ ュータは世界の コソピ ュータ産業に大きな衝撃を与えた 。

そして ，これを契機として ，多数のベソチャー企業がこの新市場に殺到するこ
　　　　１３）
とにな った 。

　　ＩＢＭの小型 コンピ ュータ市場への参入

　このような状況のなかで ，ＩＢＭの小型 コ：■ピ ュータ市場への対応は，どの

ようなものであ ったか 。

　結論的にいえぱ，ＩＢＭのこのような新市場への対応は，かならずしも機敏

なものではなか った。ＩＢＭは，１９６９年７月 ，独自の小型 コンピ ュータ ，シス

テム３を発表して（１９７０年１月出荷），ようやく新しい小型 コンピ ュータ市場へ

　　　　　　１４）
の対応を図 った 。

　ＩＢＭの場合，新しい分野や新しいｒ世代」の市場に他の競争 メーカーより

遅れて進出することは，これまでもいくつかのケースでみられたことであり ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（６６９）
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珍しいことではなか った。そもそもパンチカード ・システム ・メーカーとして

のＩＢＭが コソピ ュータ市場へ進出したときがそうであ ったし，トランジスタ

を採用したｒ第２世代」コソピ ュータヘの進出もそうであ った。しかし ，

ＩＢＭはこれらのいずれの場合にも ，い ったん進出を開始すると ，， それまで市

場で築いてきた技術力，販売力，資金力でその立ち遅れをたちどころに挽回し ，

短期問で市場での圧倒的な地位を確保してきた 。

　しかし，今回の小型 コソピ ュータ市場への進出に関しては，事態はそのよう

に容易には展開しなか った。市場進出の遅れの上に，ようやく出されたシステ

ム３はＤＥＣ杜の対応機種に比へて性能か劣 っており ，さらに価格か高か った

こともあ って ，強力な販売努力にもかかわらず，市場支配に成功することはで

きなか った。のちにみるように，ＩＢＭは，ミニコソピ ュータ市場では ，１９７６

年にな っても ，首位のＤＥＣ杜のシ ェァ（出荷金額）４０．９％に対して ，わずか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）２．

３％のシ ヱアしか占めることができなか った 。

　ところで，具体的にＩＢＭの機種展開をみると ，１９６０年代後半の時期にかな

らずしも速やかにミニコンピ ュータ市場に新機種を出すことができなか ったの

には，内部組織的な事情があ った 。

　図皿 一２は，ＩＢＭの コンピ ュータ系列のなかで，とくに小型の コソピ ュー

タの系譜を示したものである 。ここに示されているように，ＩＢＭは，すでに

システム３に先立 って ，１９６０年代に一連の小型機種を展開してきていた。一つ

は， １９６０年「第２世代」の最小型機種として登場した科学技術計算用 ・プ ロセ

ス制御用の１６２０の系統を引くものであり ，６０年代後半には，それは主として科

学技術計算用の１１３０およぴフロセス制御用の１８００という２つのモテルとして展

開していた。もう一つは，システム３６０の下位機種展開の系列であり ，６６年に

出されたモデル２０がそれであ った 。

　このような機種展開のなかで，ＩＢＭは，１９６０年代後半，周辺で展開してい

るミニコノピ ュータ市場に対しても ，当初はすでに整備している機種の枠組み

でなんとか対応しうるものと考えたとしても不思議ではない 。

　１９７０年１月 ，システム３が出荷されて以降のＩＢＭの小型 コンピ ュータの機

　　　　　　　　　　　　　　　　（６７０）
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　　　　　　　　　図皿 一２　ＩＢＭ小型 コソピ ュータの系譜

　　　　　　　　　　　　　　　１６２０　　　　　６０ ．１０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６１
．１０

　　　　　　　（科学技術計算用）　　　 １７１０　　（プロセス制御用）

　　　　　　　　　　６３ ．１２　　１６２０１Ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６５ ．

　　　 ３６０／３０　６５６　　　　　　　　　　　 １８００　（ＤＡＣＳ）

　　　　　 、　　　　　　　　　６６ ．２　　　１１３０

　　　匝泣、　
／

　　　　　　６６３　 ’　　
！

　　　　　　　　　Ｓ／３－１０　７０ ．１　　　　Ｓ／７　　７１ ．１１

　　　３６０／２５　　　　　　　　　　　　　　　　　１

　　　　　　　　　　　　　７０ ．１２　　　　　　　　　　　　一一一一　　　　　　　　　　　　　　　　 １

　　　　　　
６９ ’１Ｓ／３－６■・一

１／３． 青．．■

　　　　　　７５ ．６　　Ｓ／３－８　　　　　　　　　７４ ，３　　　７５ ，８　　　　７６ ，５　　　７７ ．５

　　　　　　　　　　　　　　　Ｓ／３－１５Ｂ

　　　　　　　７６ ．３　　Ｓ３／一１２　　　　　　　　７４ ．８

　　　　　　　　　　　　　　　Ｓ／３－１５Ｃ 　　　（マイクロプロセノサーへ一ス）

　　　　　　　７６６Ｓ／３－４ 　　　７５４
　　　　　　　　　　　　　　　Ｓ／３－１５Ｄ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　７６
．６

　　 （注）実線はシステム ・アーキテクチ ユアをそのまま受け継いだもの，点線は直接関係はないが，強

　　　　 い影響を与えたものを示す 。

　　 （出所）日本電子計算機（株！［１・・の・・タ１ム ・フニニ の中の小型機苧ト米コ法省／Ｉ酬裁判

　　　　 公開文書分析 ！リース
　第１分冊』１９７５年，８へ 一ノ ，図１－１をへ 一スにして作成 。

種展開は，図皿 一２のとおりである 。

　システム３そのものは，その後，モデル１０（これは，最初に発表 ・出荷された

システム３のことである）から始まっ て， ６， ８， １２，４ ，および１５，１５Ｂ
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
１５Ｃ，１５Ｄという一連のモデルからなるシリーズ ・マシソとして展開した ・

　さらに，システム３の発表後，１９７０年１１月に，これと並んで，とくにセソ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
サー・ べ一ス向けの小型 コソピ ュータとして ，システム７が発表された 。

　ところで，システム３はＩＢＭのミニコソピ ュータ市場への進出を念頭にお

いて登場したが，ミニコソピ ュータとしての価格指標であるレソタル料月額

１， ０００ドル以下という水準を実現するものではなか った（最低で，１ ，１００ドル）。

しかも ，図皿 一２に示されているようなモデルの展開とともに，価格帯がむし

ろ上昇していくことにな った。したが って ，システム３は，当初 ミニコンピ

ュータ市場への進出を目指しながら ，実際にはその役割を果たすものとはなら

　　　１８）
なか った 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７１）



　３８　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４０巻 ・第５号）

　ＩＢＭは，１９７５年３月に至 って ，システム３の後継機種として ，より小型の

システム３２を発表した（１９７５年８月出荷）。 システム３２の価格帯は，レソタル料

月額８００～１ ，Ｏ００ドルのところに設定された。ＩＢＭは，システム３２によっ ては

じめて ，レンタル料月額１，０００ドル以下の小型 コソピ ュータ市場に対応するこ

とができるようにな った。ただ，このシステム３２は，ミニコ１■ピ ュータが目

的とする科学技術計算やプ ロセス制御用の コノピ ュータてはなく ，むしろオフ

ィスての　般事務処理用の，いわゆるスモール ・ヒソ不スコノピ ュータてあ っ
１９）

た。

　ＩＢＭは，システム３２に続いて ，１９７６年１１月 ，システム７の後継機種に当た

るシリーズ１を発表した。このシリーズ１は，ＩＢＭが出したはじめての本格

的なミニコソピ ュータであ った。このシリーズ１に至 って ，ＩＢＭはようやく

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）
ミニコソピ ュータ市場への本格的な進出を果たすことにな った 。

　また，ＩＢＭは，１９７５年１０月 ，さらに小型のポータブル ・コンピ ュータ５１００

を発表した。これによっ て， ＩＢＭは，さらに下位のパーソナル ・コンピ ュー

タ（デスクトッ プ・ コンピ ュータ）市場への対応も図ることにな った（ただし ，

パーソナル ・コ１■ピ ュータ市場への本格的な取り組みは，１９８０年代を待たねぼならなか

った）。

　こうして ，ＩＢＭは１９７０年代半ばに至 って ，以上のような一連の進出機種の

発表 ・出荷によっ て， ようやく小型 コンピ ュータ市場での製品展開を本格化し
２１）

た。

　　１）ＩＣの発展については，浜川圭弘ｒトラノソスタ ，ＩＣから超ＬＳＩへ　　杜会的

　　　 二一ズと技術革新のシーズ」『日本の科学と技術』第１８４号，１９７７年３ ・４月号 ：

　　　垂井康夫ｒ半導体技術の軌跡」同上誌，１９８０年１ ・２月号 ：垂井康夫ｒ超ＬＳＩ技

　　　術」『科学』第５１巻第１０号，１９８１年１０月 ：『日経産業新聞』１９９０年３月１６日ｒ産業

　　　はどう変わる ・半導体」 ，などを参照 。

　　２）　日本電子機械工業会『ＩＣハンドブ ック（１９９０年版）』１９９０年，３４～３５べ 一ジ ：

　　　『日経産業新聞』１９９０年３月１６日「産業はどう変わる ・半導体」 ，などを参照 。

　　３）マイクロフロセヅサの開発については，北正満『ＩＢＭとの攻防　　ＩＢＭをめ

　　　ぐる惑星企業』共立出版，１９８０年，第３章 ：Ｊａｃ ｋ， Ｍ． Ａ． （ｅｄ ．）

，〃６１妙〃げ

　　　”伽ｏ〃伽ｏ〃乃６加ｏｌｏ馴，１９８２，Ｃｈａｐ．３（末包良太訳『マイクェレクトロニク

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７２）
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　ス 革命』岩波書店，１９８４年，第３章） ：豊田博夫『超ＬＳＩの時代』岩波書店 ，

　１９８４年，第５章久野英雄『ＩＣとＬＳＩのことかわかる本』日本実業出版杜 ，

　１９８４年 ，１３３～１３６べ 一ジ ，などを参照 。

４）ＩＢＭシステム３７０の展開については，ｒＩＢＭシステム３７０の発表の波紋」『コン

　ピ ュートピァ』１９７０年９月号，２～５ぺ 一ジ ：ｒＩＢＭ３７０／１４５は市場を席巻する

　か？」同上誌，１９７１年１月号，３０～３２ぺ 一ジ ：「フル ・ライソで始まっ た３７０のリ

　フレース　　ＩＢＭ３５世代作戦のポイノトをみる」同上誌，１９７３年１月号，１６

　～２０へ
一ソ 北正満『ＩＢＭの挑戦　　 コソピ ュータ帝国ＩＢＭの内幕』共立出版 ，

　１９７８年，第４章 ：情報産業研究会監修『ＩＢＭ１９７０年代の総括』モースト ・アソ

　ト ・モア ，１９８０年，第３章Ｉ ，皿Ｆ１ｓ
ｈｅｒ，ＦＭ ，ＭｃＫ１ｅＪＷ ａｎｄＭ加ｃｋｅ・ Ｒ

　Ｂ ，朋〃伽６〃３び８Ｄ〃ｏ 〃ｏ伽舳９〃伽５¢似１９８３，Ｃｈａｐ１３日本アイ

　ヒー　エム（株）『コ！ピ ュータ発達史　　ＩＢＭを中心にして』１９８８年，３５～３９

　べ 一ジ ：同上『目本アイ ・ビー・ エム５０年史』１９８８年，２９８～３０３べ 一ジ ，などを

　参照。また，システム３７０導入をめぐる経過については，日本電子計算機（株）

　『ＩＢＭの企業戦略　　テレヅ クス／ＩＢＭ裁判公開文書の分析　第１分冊』１９７４年 ，

　第１～４章同上『ＩＢＭのマーヶティノク戦略と組織体制つくり　　 テレソ ク

　ス／ＩＢＭ裁判公開文書の分析　第２分冊』１９７４年，第３章にくわしい 。

５）ｒＩＢＭシステム３７０発表の波紋」２～３べ 一ジ ：日本電子計算機（株）『ＩＢＭの

　企業戦略』７８～８０べ 一ジ 。

６）　
このように，システム３７０の最初の２モデルが本来構想された革新的な内容を

　盛り込まないままに発表されることにな ったのは，一方ではＩＣ技術，とりわけ

　ＩＣメモリー の開発が予定より大幅に立ち遅れていたことと ，他方では，１９６０年

　代末にな ってすでに成執期に入りつつあ った ノステム３６０をめくっ て競争か厳し

　くなり ，革新的た後継 システムの発表が急がれていた事情によるものであ った 。

　この結果，システム３７０のモデル１５５と１６５は，「ともかく ，何か新機種が必要であ

　っ たという時点でのセールス ・イソセンティブとい った色彩の濃い “囮り機種
”

　だ った」と評されることにもな った。以上の点についてくわしくは，日本電子計

　算機（株）『ＩＢＭのマーヶティング戦略と組織体制づくり』第３章 ：北正満，前

　掲書，第４章，などを参照。上の引用は，情報産業研究会監修，前掲書，１４９

　ぺ一ジ。なお，モノリシックＩＣの２つの類型である ，バイポーラ型ＩＣとＭＯＳ

　型ＩＣについては，緒方健二『絵でみる ・エレクトロニクス読本』日刊工業新聞

　杜，１９８３年，１４～１７べ 一ジ，を参照 。

７）　日本電子計算機（株）『ＩＢＭの企業戦略』８７～９０べ 一ジ 。

８）石井治ｒＶＬＳＩへの道」『コソピ ュートピア』１９８３年５月号，７５～７６べ ’ジ 。

ｇ）ＭｃＬａｕｇｈｌｍ，Ｒ　Ａ ，ＩＢＭ’ｓ　Ｖ１血ｕａｌ　Ｍｅｍｏｒｙ３７０ｓ， Ｄ肋舳肋〃，Ｓｅｐｔ１９７２，ｐｐ

　　　　　　　　　　　　　　　　（６７３）



４０　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４０巻 ・第５号）

　　 ５７－６１ ：「ＩＢＭパーチ ュァル ・ストーレジの意味するもの」『コンピ ュートピァ』

　　 １９７２年１０月号 ，７７～７８べ 一ジ ：元岡達編『コ１／ピ ュータの事典』朝倉書店，１９８３

　　年，１２４～１２７べ 一ジ 。

　１０）　 日本電子計算機（株）『ＩＢＭの企業戦略』１９８べ 一ジ ：元岡達編，前掲書，１４６

　　 ～１４７べ 一ジ 。

　１１）以上，３０３Ｘ ：■リースの導入とその意義については，Ｐａｎｔａｇｅｓ，Ａ　ａｎｄ　Ｃａｓｈ

　　ｍａｎ・ＭＷ ・ＴｈｅＩＢＭＳｙｓｔｅｍ／３７０－Ｍｏｄｅ１３０３３，Ｄ〃舳肋ｏ〃，Ｍａｙ１９７７，ＰＰ

　　 ２３５＿２３７ ：Ｌｅｃ
ｈｔ，Ｃｈ．Ｐ

．， 丁加Ｗあ閉５ ゲＣ加昭３＿Ａ　Ｔを６ん〃ｏ＿ 厄６０〃ｏ刎ゴ６ Ａ舳伽曲

　　げ妨３Ｄｏ〃〃０６伽加ｇ１〃倣似１９７７，ｐｐ．１０６－１０９（輿寛次郎訳『８０年代の コ

　　 ：／ヒュータ産業　　技術と経済からの予測』企画セノター １９７８年，１３２～１３６

　　べ 一ジ） ：「ＩＢＭ３０３３ ：その構造と性格を明らかにする」『コンピ ュートピァ』

　　 １９７９年８月号，４４～５９へ
一ノ　１青報産業研究会監修，前掲書，第３章１Ｖ　Ｆ１ｓ ｈｅｒ

，

　　Ｍｃｋ１ｅ　ａｎｄ　Ｍ
ａｎｃ

ｋｅ
，ｏ少６〃 ，ＰＰ４４２－４４３，なとによる 。

１２）　
スモール ・ビジネスコンピ ュータ（オフィスコンピ ュータ）については，江村

　　潤朗編著『図解 ・コ１■ピ ュータ百科事典』オーム 杜， １９８６年 ，１４２～１４４べ 一ジ 。

１３）パーソナル ・コンピ ュータの出現については ，Ｓｏｂｅ１，Ｒ
．， 朋〃一ＣｏＺ０５舳加

　　介”郷肋ｏ仏１９８１，Ｃｈａｐ１４（青木栄一訳『ＩＢＭ　　情報巨人の素顔』講談杜
，

　　１９８１年，第１４章）江村潤朗編著，前掲書，１４６～１４８へ
一ソ

　ティム　スキャ不

　　ル ・日暮雅通訳『パソコン ・ビジネスの巨星たち』ソフトパンク ，１９９１年，第１

　　 ～３章 ：日本電子計算機（株）『ＪＥＣＣ コンピ ュータノート（１９９１年版）』１９９１年
，

　　１７４～１７５べ 一ジ，などを参照 。

１４）　日本電子計算機（株）『ＩＢＭのＦＳタイム ・フレームの中の小型機戦略　　米

　　司法省／ＩＢＭ裁判公開文書分析 ノリース　第１分冊』１９７５年，第６章Ｆｌｓ
ｈｅｒ

，

　　ＭｃＫ１ｅ　ａｎｄ　Ｍ
ａｎｃ

ｋｅ
功６〃 ，ＰＰ３４１－３４２による

。

１５）北正満『ＩＢＭとの攻防』４５べ 一ジ表２－２
．

１６）　 日本電子計算機（株）『ＩＢＭのＦＳタイム ・フレームの中の小型機戦略』第６

　　章 。

１７）同上書，２０１～２０２べ 一ジ 。

１８）同上書，第３章皿 ・１．

１９）同上書，第３章皿 ，第４章 ：下田博次ｒＩＢＭの進出で波潤の超小型 コンピ

　　 ュータ市場」『コソピ ュートピア』１９７５年４月号，４６～５１べ 一ジ ：北川賢一ほか

　　「超小型 ヒソ不ス　コ：■ヒュータ新時代」同上誌，１９７５年６月号，１０～２６へ 一ノ 。

２０）寺沢康夫「ＩＢＭシリーズ／１のすべて」『コソピ ュートピァ』１９７８年１０月号
，

　　４４～５７べ 一ジ 。

２１）以上，全体としてＩＢＭの小型 コンピ ュータについては，日本アイ ・ビー・ エ

　　　　　　　　　　　　　　　　（６７４）



　　　　　　　ＬＳＩ時代の コソピ ュータ産業（坂本）

ム（株）『コノヒュータ発達史』４８～５９へ 一ソ，を参照 。

４１

２． 「第３ ．５世代」の米欧コンピュータ産業

　ＩＢＭ ノステム３７０の導入によつ てコ！ピ ュータ産業はｒ第３　５世代」の段

階を迎えた。こうして「第３ ．５世代」を迎えた コンピ ュータ産業はどのよう

な競争構造をもつようにな ったであろうか 。

（１）「第３５世代」のアメリカ ・コンピュータ産業　　１９７０年代末の競争構

　　造

　まず，アメリカ国内の状況についてみる 。

表皿 一２は，この「世代」の終盤，１９７８年はじめの時点をとっ て， アメリ

カ・ コソピ ュータ ・メーカー 各杜が設置しているコ１／ピ ュータ台数を示したも

　　　表皿 一２　１９７８年時点でのアメリカ　メーカーの コンピ ュータ設置状況

　　　　　　　　　　（１４９７８年１月現在 ：アメリカ国外も含む）

（１）汎用 コソピ ュータ

設　置　台　数
会　　杜　　名

アメリカ国内 アメリカ以外 合計（カ ッコ
内， ％）

＊Ａｍａｈｌ ６９ １７ ８６（　Ｏ ．０８）

Ｂｕ・ｒｏｕｇｈｓ
４， ０３０ ２， ２５７ ６， ２８７（　５ ．７）

Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｄａｔａ ５３１ ４４５ ９７６（０ ．９）

＊Ｃｒａｙ ２ １ ３（　一）

Ｄｉｇｉｔａ１Ｅｑｕｉｐｍｅｎｔ ４６２ ３５６ ８１８（　０ ．７）

Ｈｏｎｅｙｗｅ１１ ４， ６９９ ７， １９７ １１ ，８９６（１０ ．７）

ＩＢＭ ３９ ，８１３ ３５ ，２９７ ７５ ，１１０（６７ ．５）

＊Ｉｔｅ１ ５５ ５ ６０（　０ ．０５）

ＮＣＲ ３， ２３８ ２， ６１２ ５， ８５０（５ ．３）

＊Ｓｉｎｇｅｒ １， ４５０ １， ３００ ２， ７５０（　２ ．５）

Ｓｐｅｒｒｙ　Ｒａｎｄ（Ｕ砧ｖａｃ） ３， ７２９ ３， ６８９ ７， ４１８（　６ ．７）

合　　計 ５８ ，０７８ ５３ ，１７６ １１１ ，２５４（１００ ．０）

（注）会杜名のヘッドの＊印は，当該会杜が１９７０年以降に新たに参入したものであることを示す 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（６７５）



　４２　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４０巻 ・第５号）

（２）　 ミニコンピ ュータ（設置台数１ ，０００台以上）

設　置　台　数
会　　杜　　名

アメリカ国内 アメリカ以外 合計（カッコ 内， ％）

Ｃｉｎｃｉｎｎａｔｉ　Ｍｉｌａｃｒｏｎ ３， ０５０ ４８０ ３， ５３０（　１ ．１）

Ｃｏｍｐｕｔｅｒ　Ａｕｔｏｍａｔｉｏｎ １７ ，９４４ ２， ７４１ ２０ ，６８５（　６ ．５）

Ｃｏｎｔｒｏ１Ｄａｔａ ９７５ １， ０５５ ２， ０３０（０ ．６）

Ｄａｔａ　Ｇｅｎｅｒａｌ ３６ ，７２０ １１ ，５８０ ４８ ，３００（１５ ．２）

Ｄ１ｇｉｔａｌ　Ｅｑｕｉｐｍｅｎｔ ８２ ，９８５ ３５ ，４７０ １１８ ，４５５（３７ ．３）

Ｇｅｎｅｒａ１Ａｕｔｏｍａｔｉｏｎ １０ ，４８５ ３， ６６５ １４ ，１５０（　４ ．５）

ＧＲＩ　Ｃｏｍｐｕｔｅｒ １， ０３３ ４８６ １， ５１９（０ ．５）

ＧＴ＆Ｅ １， １１０ ９０ １， ２００（　０ ．４）

Ｈｅｗ１ｅｔｔ＿Ｐａｃｋａｒｄ ２０ ，４２０ １０ ，３７０ ３０，７９０（９ ．７）

Ｈｏｎｅｙｗｅ１１ ５， ４９７ ３， ３０２ ８， ７９９（　２ ．８）

ＩＢＭ １， ３００ １００ １， ４００（Ｏ ．４）

Ｉｎｔｅｒｄａｔａ（Ｐ
ｅｒ

ｋｉｎ－Ｅ１ｍｅｒ） ７， ２６８ ２， １０７ ９， ３７５（　３ ．Ｏ）

Ｋｅｒｏｎｉｘ １， ４５０ ５０ １， ５００（　０ ．５）

Ｌｏｃｋｈｅｅ
ｄ　Ｅ１ｅｃｔｒｏｎｉｃｓ ４， ７１０ ７９０ ５， ５００（　１ ．７）

Ｍｉｃｒｏｄａｔａ ９， ７２３ ２， ７３２ １２ ，４５５（３ ．９）

Ｍｏｄｕ１ａｒ　Ｃｏｍｐｕｔｅｒ　Ｓｙｓｔｅｍｓ ２， ５５０ ６４０ ３， １９０（　１ ，Ｏ）

Ｐｒｉｍｅ　Ｃｏｍｐｕｔｅｒ ９４３ ９２４ １， ８６７（　Ｏ ．６）

Ｒａ卯ｈｅｏｎ　Ｄ・ｔ・Ｓｙ・ｔｅｍ・ １， ５９４ ３５０ １， ９４４（　０ ．６）

Ｓｐｅｒｒｙ　Ｒａｎｄ（Ｕｎｉｖａｃ） ６， ９６５ ３， ０６０ １０ ，０２５（　３ ．２）

Ｔｅｘａｓ　Ｉｎｓ位ｕｍｅｎｔｓ １０ ，７５０ ４， ３５０ １５ ，１００（４ ．８）

その他（２５杜一１ ，０００台未満） ４， ２９１ １， １２８ ５， ４１９（　１ ．７）

合　　計 ２３１ ，７６３ ８５ ，４７０ ３１７ ，２３３（１００ ．０）

のである 。

　この表では，（１）汎用 コンピ ュータと（２）ミニコソピ ュータおよび（３）スモー

ル・ ビジネスコンピ ュータをそれぞれ分離して示してある 。

　はじめに，本稿 シリーズ１で示した１９７０年時点と対比して（表ｎ －２を参照）
，

この間におげるアメリカ ・コンピ ュータ企業の コンピ ュータ設置台数（世界全

体で）の変化をみると ，汎用 コンピ ュータは７万５０４台から１１万１ ，２５４台へ，約

１．

６倍増加したのに対して ，ミニコソピ ュータとスモール ・ビジネスコソピ

ュータを合わせた小型 コンピ ュータの方は１万９，０２４台から３８万７，１３１台へ，実

に２０倍の増加とな っている 。

　つぎに，これらの市場について，もう少し具体的にみる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７６）



　　　　　　　　　　　ＬＳＩ時代の コソピ ュータ産業（坂本）

（３）スモール ・ビジネスコソピ ュータ（設置台数５００台以上）

４３

設　置　台　数
会　　杜　　名

アメリカ国内 アメリカ以外 合計（カ ッコ
内， ％）

Ｂａｓｉｃ－Ｆｏｕｒ ２， ３５０ ２， ２７２ ４， ６２２（６ ．６）

Ｂａ・ｉｃ－Ｔｉｍｅｓｈａ・ｉｎｇ ５３３ １２ ５４５（　０ ．８）

Ｂｕｒｒｏｕｇｈ
ｓ

３， ５５０ ２， ７７０ ６， ３２０（９ ．０）

Ｃｅｎｔｕｒｙ　Ｃｏｍｐｕｔｅｒ ８６５ １００ ９６５（　１ ．４）

Ｃｉｎｃｈｎａｔｉ　Ｍｉｌａｃｒｏｎ ５４５ １２０ ６６５（　１ ．Ｏ）

Ｃｏｍｐｕｃｏｒｐ １０５ ７２０ ８２５（　１ ．２）

Ｄｉｇｉｔａ１Ｅｑｕｉｐｍｅｎｔ ４， ２５０ １， ９００ ６， １５０（８ ．８）

Ｇｅｎｅｒａ１Ａｕｔｏｍａｔｉｏｎ ２０５ ３０３ ５０８（　０ ．７）

ＩＢＭ １４ ，８１０ ５， ５００ ２０ ，３１０（２９ ．１）

Ｍｉｃｒｏｄａｔａ １， １８０ ２００ １， ３８０（　２ ．０）

Ｍｉｎｉ－Ｃｏｍｐｕｔｅｒ　Ｓｙｓｔｅｍｓ ６００ ２５０ ８５０（　１ ．２）

ＮＣＲ １， １５５ ２， ０００ ３， １５５（４ ．５）

ＱＩ ７５０

一
７５０（　１ ．１）

Ｑａｎｔｅ１ ８８１ ２４０ １， １２１（　１ ．６）

Ｗａｎｇ　Ｌａｂｏｒａｔｏ・ｉｅｓ １０ ，６６５ ４， ６０５ １５ ，２７０（２１ ．８）

Ｗａ血ｅｘ　Ｃｏｍｐｕｔｅｒ ５０４

■
５０４（　０ ．７）

その他（４８杜一５００台未満） ５， ２９８ ６６０ ５， ９５８（８ ．５）

合　　計 ４８ ，２４６ ２１ ，６５２ ６９ ，８９８（１００ ．０）

（出所）ＩＤＣ，厄ＤＰ１〃狐岬Ｒ砂ｏ〃，〃ｏツ１９．１９７８による
。

０　汎用 コンピ ュータ市場での参入と撤退

　まず汎用 コンピ ュータ市場についてみると ，ここでは１９７０年からの８年間に ，

まず市場を構成する企業の顔ぶれが大きく変化した 。

〔ＧＥ杜とＲＣＡ杜の撤退〕

　その第１は，１９７０，７１年におけるＧＥ杜とＲＣＡ杜の汎用 コンピ ュータ市場

からの撤退であ った。ＩＢＭにくらべれぱ，コンピ ュータ市場ではｒ小人」で

あっ たとはいえ，アメリカ屈指の両巨大企業がこの市場から撤退したことは ，

コノピ ュータ産業史上の画期的な出来事てあり ，その後の市場構造のあり方に

大きな影響を及ぽすことにな った 。

　先にみたように，１９６０年代後半，同列の他のメーカー がわずかずつながらも

市場 シェ ァを上昇させていたのに対して，ＧＥ杜とＲＣＡ杜のシ ヱァはむしろ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７７）



　４４　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４０巻 ・第５号）

下降傾向が目立 っていた 。

　このような状況のなかで ，１９７０年９月 ，まずＧＥ杜かその コノピ ュータ事業

をハ不ウェ ル杜に売却して ，コ！ピ ュータ事業から撤退した（ハ不ウェ ル杜は ，

自分の コソピ ュータ事業とＧＥ杜から引き継いだ コンピ ュータ事業を統合して，子会杜

ハ不ウェ ル情報 ノステムス 杜／Ｈｏｎｅｙｗｅ１１Ｉｎｆｏｍａｔ１ｏｎ　Ｓｙｓｔｅｍｓ，Ｉｎｃ 通称ＨＩＳ〕を設

立した）。１９６０年代をとおして ，ＧＥ杜は市場 シェァ１０％を確保して ，ＩＢＭに

つぐ地位を占めようと努力してきていた。しかし，その成果ははとんど上がら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）ず， 結局，コ■ピ ュータ事業から身を引くことにな った 。

　さらに，１９７１年９月には，ＲＣＡ杜か コノピ ュータ事業からの撤退を発表し ，

同年１２月 ，コノピ ュータ事業をスペリー・ ラノト杜に売却した。ＲＣＡ杜は ，

すでに１９５６年に軍用在庫管理用の コ：■ピ ュータＢＩＺＭＡＣ－１を完成したのを

皮切りに，６０年代をとおして ，積極的に製品展開をすすめてきた。とくに，同

杜が６４年に発表したＳｐｅｃｔｒａ－７０シリーズは，その直前に発表されたＩＢＭのシ

ステム３６０がまだハイブリッドＩＣを使用したものであ ったのに対して ，モノ

リシックＩＣを採用した先駆的な コソピ ュータであ った。しかし ，ＲＣＡ杜の

場合も事態の推移はＧＥ杜の場合と同じであ った。積極的な製品展開にもかか

わらず，全体として杜撰な事業計画のもとて ，ＩＢＭの壁を破れず，結局，コ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３）
１■ピ ュータ事業からの撤退を余儀なくされた 。

〔ゼ ロックス杜とシンガー 杜の参入と撤退〕

　第２の大きな動きは，ゼ ロックス 杜（Ｘ・・ｏｘ Ｃ０・ｐｏ・・ｔｉｏｎ）とシンガー 杜

（Ｓｉｎｇｅ・ Ｃ０．）という ，事務用複写機およびミシソの製造巨大企業の汎用 コ１■ピ

ュータ市場への参入と撤退であ った 。

　ゼ ロッ クス 杜は，周知のように，戦後，画期的な乾式複写技術を挺に，とく

に１９６０年代に急成長を遂げた新興企業である（１９５８年に２，７６０万ドルであ った売上

高が，６０年代末には１０億ドルを超えるまでにな った）。 同杜は，すでに事務用複写機

市場で，ＩＢＭが汎用 コンピ ュータ市場で占めていたよりも大きな市場 シェ ァ

を確保していたか，これを基礎にした強力な収益力を背景に，１９６９年中堅 コ１

　　　　　　　　　　　　　　　　（６７８）



　　　　　　　　　　　ＬＳＩ時代の コソピ ュータ産業（坂本）　　　　　　　　　　４５

ピュータ ・メーカー サイエソティフィソク　テータ ・！ステムス 杜（Ｓｃ１ｅｎｔ１丘ｃ

Ｄ・ｔ・ Ｓｙ・ｔ・ｍ・ Ｃ０・ｐｏ・・ｔ・ｏｎ）を買収して ，汎用 コノピ ュータ市場に参入した。セ

ロックス 杜は，子会杜ゼ ロックス ・デ ータ ・システムズ杜（Ｘ・・ｏｘ
Ｄ・ｔａ Ｓｙ・

一

ｔｅｍ・ ＣＯｒｐ０・ａｔ１０ｎ）を設立して ，汎用 コ：／ピ ュータ事業を推進した 。

　同杜は，サイエソティフィック ・デ ータ ・システムズ杜から引き継いだＳｉｇ －

ｍａシリーズをさらに展開すると同時に，７３年には新たにＸｅｒＯｘ５００シリーズ

を導入した。しかし，事業はかならずしも順調にすすまず，７０年代前半ず っと

赤字を累積した。このような状況のなかで，結局，ゼ ロックス杜は，７５年７月
，

コ■ピ ュータ事業からの撤退を発表し ，７６年１月この事業をハ不ウェ ル杜に売
　　２４）

却した 。

　ゼ ロックス杜が戦後急成長した新興巨大企業であるとすれぼ，シノガー 杜は

すでに１３０年の伝統を誇るミシソ産業の老舗巨大企業であ ったが，同杜は，す

てに成熟したミ！ノ事業から脱却して新しい成長基盤を確保するために，戦後

積極的に多角化をすすめていた。そして ，その一環として ，１９６３年，当時 フレ

キソライター（万能入出カタイフライター）で有名だ ったフライテノ 杜（Ｆｎｄ・ｎ ，

Ｉｎ・）を買収し ，これを基礎に コノピ ュータ事業に進出しようとした 。

　同杜は，１９７０年，一方では小型 コソピ ュータ ，システム１０を開発するととも ，

他方ては他杜に先駆けて小売店の販冗管理用ＰＯＳノステム を開発し ，これら

を結びつけて ，７５年には世界のＰＯＳシステム 市場の５０％を握るまでにな った 。

しかし ，このようなシステムの開発費負担は重く ，また１９７４年の石油 ショック

によるＰＯＳシステム需要の冷え込みも響いて ，コソピ ュータ事業は大幅な赤

字を出すことにな った。この上さらに事業をすすめようとすれは，多額の借入

金が必要であり ，赤字解消の見込みは当分立たない状態であ った。このような

事態に直面して ，シソガー杜は，７５年 コンピ ュータおよびＰＯＳシステム 事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５）
から撤退し ，ＰＯＳ！ステム事業はＴＲＷ杜に売却した 。

〔ＩＢＭ コンパチブルＣＰＵメーカーの参入〕

１９７０年代に入 ってからの汎用 コンピ ュータ市場におげる第３の大きな動きは ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（６７９）



　４６　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４０巻 ・第５号）

アムター ル杜やイ：■テル杜（Ｉｔｅｌ　Ｃｏ・ｐｏ・・ｔ１ｏｎ）なとの ，いわゆるＩＢＭ コノハチ

ブルＣＰＵメーカー の参入である 。

　ＩＢＭ コンバチブルＣＰＵメーカーの構矢は，アムダール杜であ った。同杜

は， １９７５年６月 ，ＩＢＭシステム３７０モデル１６８対応のＩＢＭ コンバチブルＣＰＵ ，

Ａｍｄａｈ１４７０Ｖ－６を薬表して ，汎用 コソピ ュータ市場に参入した（第１号機を合

衆国航空宇宙局ＮＡＳＡに納入）。ＩＢＭは，世界市場での絶対的な優位を背景に ，

またすでに６０年代後半から進出してきていた周辺装置のＩＢＭ コソパチブル ・

メーカーとの対抗を考慮して，それまでのシステムの価格構成では，ＣＰＵの

ウェイトを重くし，ＣＰＵの利益率をもっとも高く設定していた。これに対し

て， アムダール杜は，システム３７０モデル１６５，１６８を上回る コスト ・バフォー

マンスをもつ４７０Ｖ－６を登場させたので，ＩＢＭシステムのユー ザー から大い

に歓迎を受けた。４７０Ｖ－６は，ＩＢＭシステム をリプレースして ，７７年３月まで

に出荷台数４０台，金額にして１億７，０００万ドルを獲得した 。

　アムタール杜を設立したアムタール（Ｇ　Ｍ　Ａｍｄ・ｈ１）は，ｒコ■ピ ュータの天

才児」といわれ，かつてＩＢＭでｒ第１世代」７００シリーズの設計に貢献した

人物であ った。かれは，１９５５年い ったんＩＢＭを去 ったが，６０年，システム

３６０計画推進のためにふたたびＩＢＭに復帰し ，システム３６０の設計でも中心人

物てあ った。しかし ，アムター ルは，７０年９月 ，販売志向，漂準化志向の巨大

化したＩＢＭでは自分の理想の コソピ ュータを実現できないという思いからふ

たたぴＩＢＭを辞し ，同年１０月自らの手でアムタール杜を設立した。そして ，

５年後，ＩＢＭシステム３７０の最上位機種モデル１６８に対するコ１／パチブルＣＰＵ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６）
として世に送 ったのが，４７０Ｖ－６であ ったわげである（なお，アムダール杜の コ

■ハチフルＣＰＵ，Ａｍｄａｈ１４７０Ｖ－６の開発は，富士通一日立製作所のＭ ！リースの共同

開発と深くかかわ っている 。この点については，のちに４でくわしく説明する）。

　ところで，１９７０年以前にも ，ＣＰＵでＩＢＭ コンパチブル ・マシソ がつくら

れたことがなか ってわげではない。代表的なもので，３つの例が数えられる 。

第１は，１９５８年，スベリー・ ラ１／ド杜がＩＢＭ６５０に挑戦して出した，最初の

トラソジスタ採用 コソピ ュータ ，ＵＮＩＶＡＣ　Ｓｏ１ｉｄ－Ｓｔａｔｅ８０である 。第２は ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６８０）
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１９６３年１２月にハ不ウェ ル杜か発表した，ＩＢＭ１４０１への対抗機種，Ｈ－２００であ

る。 さらに第３は，１９６４年１１月 ，ＲＡＣ杜がＩＢＭシステム３６０に対抗して出し

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７）
た， 完全モノリシックＩＣ採用のＳｐｅｃｔｒａ－７０シリーズである

。

　しかし ，これらのＩＢＭ コ１／パチブルＣＰＵは，現行のＩＢＭ機種に価格 ・性

能で対抗しえても ，引き続いて出されたＩＢＭの後継機種に対抗しえなか った

か， あるいは発売のタイミ■クを誤ったために，結局不発に終わ った。このよ

うな１９６０年代の経過のなかで，実際には，ＣＰＵでのＩＢＭ コンバチブル ・マ

！：■の開発という戦略は，挑戦する側の機種に余程の技術的な フレークスルー

と低い生産費，そして削こよりもそれを支える財政的な力量かなげれは，通常 ，

実行不可能と考えられるようにな っていた 。

　こうして ，それまでは，ＣＰＵでＩＢＭシステムの コソパチブル ・マシン を

つくるのは困難と考えられていたが，アムダール杜の４７０Ｖ－６の成功はこの神

話を打破し，その後相次いでＩＢＭ コソパチブルＣＰＵメーカー を登場させる

ことにな った。１９７６年１０月には機器リース（コソピ ュータ ・リースを含む）のア

イテル杜かＡＳ－４ ，ＡＳ－５を発表し ，また７７年５月にはＣＤＣ杜がＯｍｅｇａノ

リーズを発表して ，この領域に参入した。その後もさらに進出企業が相次ぎ ，

７８年にはナノヨ ナルＣＳＳ杜（Ｎ・七〇ｎ・１ＣＳＳ，Ｉｎ・）
，ナノヨ ナル ・セミコノタク

タ杜（Ｎ・ｔ・ｏｎ・ｌＳ・ｍ１・ｏｎｄｕ・ｔｏ・ Ｃｏ・ｐｏ・・ｔ１ｏｎ）

，マクナソノ ・！ステムス 杜（Ｍ・ｇｎｕ

ｓｏｎＳｙｓｔｅｍｓ　Ｉｎｃ），サイテル杜（Ｃ１ｔｅ１Ｃｏｒｐｏｒａｔ１０ｎのちにマルチフロセヅサ ース 杜

Ｍｕｌｔｌｐｒｏｃｅｓｓｏｒｓ，Ｉｎｃ） ，ナノテータ杜（Ｎａｍｏｄａｔａ Ｃｏｒｐｏｒａｔ１ｏｎ）

，ケ■フリッ！ ・

メモリース 杜（Ｃａｍｂｒ１ｄｇｅＭｅｍｏ・１ｅｓ，Ｉｎｃ）なとの企業か進出した。こうして ，

アムダール杜の成功後３年ほどの間に，１０杜に近いＩＢＭ コソパチブルＣＰＵ

　　　　　　　　２８）
メーカー が登場した 。

　アメリカ以外では，日本の富士通，日立製作所がＩＢＭ コンパチブルＣＰＵ

メーカーの有力な一員とな った。そして ，これら日本 メーカー とくに富士通

かＩＢＭ コノパチフルＣＰＵ開発の原動力であ った。この点についてはのちに

４であらためて取り上げる 。

（６８１）
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　　　汎用 コ：■ピ ュータ市場の競争構造

　１９７０年から８年間における汎用 コノピ ュータ市場での主な参入と撤退につい

てみた。この間のこのような参入と撤退の結果，表皿 一２（１）からもわかるよう

に， ７０年代末のアメリカ ・汎用 コソピ ュータ市場の中心的な担い手は，１９６０年

代末からさらに整理されて，ＩＢＭとそれを取り巻くハネウェ ル杜，スペ

リー・ ラソド杜，バロース 杜， ＣＤＣ杜，ＮＣＲ杜という５杜，およびＩＢＭ コ

ノパチブルＣＰＵメーカー 群に絞られることにな った。こうして ，６０年代の

「白雪姫と７人の小人たち」という構図は，７０年代末には，いわぼ「白雪姫と

５人の小人たち」という構図に書き換えられることにな ったわげである 。

　表皿 一２（１）に示されているように，１９７０年代末のアメリカ汎用 コソピ ュータ

市場では，ＩＢＭは，設置台数で６７．４％のシ ェァを占めていた。８年前の７０年

の時点では６４．４％と算定されたので，この間，設置総台数が約１．６倍に増加す

る産業の成長状況のもとで，ＩＢＭはむしろシ ェァをかなり上昇させることに

なっ た。

　ｒ５人の小人たち」のうちては，ＧＥ杜の コノピ ュータ事業を買収したハ不

ウェ ル杜が設置台数 シェ アを４．７％から１０％台に，大きく上昇させた。他方 ，

スベリー・ ラ１／ド杜は，同様にＲＣＡ杜の事業を買収したが，１０．８％から

６． ７％にシ ェアを落とした。また，同じ期間に，バロース 杜は３．１％から５．７％

ヘシ ェァを上昇させたが，対照的にＮＣＲ杜の方は，７．２％から５．３％へかなり

大きくシ ヱアを低下させた 。

　先にみたように，１９７０年代に入 ってからの汎用 コソピ ュータ市場の構造変化

の一つに，ＩＢＭ コソパチブルＣＰＵメーヵ一の登場があ った。表によれば ，

１９７８年始めの時点で先発２杜，アムダール杜とアイテル杜の設置台数は，それ

ぞれ８６台，６０台であ った 。

　競争構造の状況をさらに設置金額を指標としてみる 。表皿 一３は，１９７０年代

に入 ってからの，設置金額による主要 メーカーの市場 ノェ アを示している 。

　表によると ，ＩＢＭの設置金額 ！エ アは，１９６０年代末に７４％にまて達したあ

と， ７０年代に入 ってからはしだいに低下し ，７５年には５８．３％にまで下が ってい

　　　　　　　　　　　　　　　　（６８２）
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表皿 一３　 アメリカ ・メーカーの市場 シェ ア推移

　　　　（１９７０～１９８０年 ：設置金額）

４９

（単位 ：％）

ＩＢＭ
ＩＢＭ コソ ハネウェ ル

スベリー

パチブル ・ラソド
バロース ＣＤＣ ＮＣＲ ＤＥＣ その他

１９７０ ６９ ．３

■
７， ９ ６． ０

３．
３

４． ２
２． ２

１．

２
５． ９

１９７１ ６７ ．２ １．

８ ９． １ ５． ４ ４． ３
３． ７

２． １
１１

３ ５． １

１９７２ ６３ ．５ ２． ６ １０ ．０ ７． ６ ４． ５ ４． ２ ２． ４
１．

５ ３． ７

１９７３ ６０ ．５ ３． ４ １０ ．５ ７． ５
４． ７

４． ２
２，

５
２． ０

４． ７

１９７４ ５９ ．１ ４．
１ ９． ８ ７． ２

５，
２

４． １ ２． ６
２． ４

５． ５

１９７５ ５８ ．３ ４． Ｏ ９． ３ ６． ９ ５， ２ ３． ９ ２， ６ ３． ２ ６． ６

１９７６ ７０ ．６ ７． ８
７． ８

５． ９
３． ５

２．
３

０．
７

１．

４

１９７７ ７１ ．７ ８． ２ ７． ５
５． ８

３． ４
２． ３

Ｏ． ７ ０． ４

１９７８ ７２ ．４ ７， ９ ７． ４ ５． ６ ３． ２
２． ２ ０１ ９ Ｏ． ４

１９７９ ７３ １６ ７． ８
７１ ３

５． ４
２． ９

２． １
０． ９

一
１９８０ ７１ ．５ ９． １ ７． ７

５． ６
２． ９

２． ２
１．

０
■

（注）０　本表と本稿 シリーズ皿の表ｎ －３とは，出所資料が異なり ，１９７０年の数字は一致しない 。

　　（２）１９７５年以前のｒＩＢＭ コンパチブル」メーカー は， 周辺機器 メーカー である 。

（出所）　日本電子計算機（株）『ＪＥＣＣ コソピ ュータ ・ノート』１９８０年版および１９８２年版による 。原資料は，ＩＤＣ
，

　　ＥＤＰ１〃倣びＲ砂ｏれ

る。 ７６～７８年の間は，ＩＢＭ コソパチブルＣＰＵメーカーと数字が込みにな っ

ているので正確にはわからないが，趨勢としてはいく分回復しているとみられ

る。 しかし ，それでも ，それは６２～６３％程度までと考えられる（１９７６年以降 ，

ＩＢＭ コ１■バチブルＣＰＵメーカーのシ ェァは８～１０％程度まで上昇しているとみられ

る）。 設置台数 シヱ アが上昇していたのに，設置金額 シェ アで動きが逆にな っ

ているのは，この間ＩＢＭの設置台数の増加で大きなウェィトを占めていたの

が低価格帯の小型機種群，とくにシステム３の各 モデルであ ったことによる 。

１９７８年はじめのＩＢＭの設置台数７万５，１１０台のうち約３万７，９００台，つまり約

半分がシステム３で占められていた 。

　これに対して ，ｒ５人の小人たち」の方では，１９７０年代はじめ，ＧＥ杜 ，

ＲＣＡ杜の コ：／ピ ュータ事業を買収したハ不ウヱ ル杜，スペリー　ラ！ト杜か ，

当然のこととしてシ ェアを上昇させた。買収直前に，４．８％ ，６．０％だ っか両杜

のシ ェアは，買収直後には，それぞれ９．１％ ，７．６％にまで上昇した。しかし ，

その後は，一時，ハネウヱ ル杜がシ ェアを１０％に乗せることはあ ったが，両杜

ともむしろシ ェアを低下させた 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６８３）
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　その他の「小人たち」のうちでは，バロース 杜のシ ェア上昇が目立 った。同

杜は，１９７０年に３．３％だ ったシ ェアを，７９年には５．９％にまで上げた。他方 ，

ＮＣＲ杜とＣＤＣ杜のシ ェァは，この間大きな変化はみられなか った 。

　以上のように，１９７０年代の汎用 コソピ ュータ ・メーカー 各杜の市場 シェ アの

動向は，設置台数指標の場合と設置金額指標の場合とで，いく分違っている 。

しかし ，いずれにしてもそれらは，７０年代の「第３ ．５世代」においても ，ア

メリカ汎用 コノピ ュータ市場がＩＢＭを中心とした典型的なガリバー型の支配

構造をゆるぎなく再生産していたことを示している 。

　なお，ＩＢＭに対抗する上記のｒ５人の小人たち」は，Ｂｕｒｒｏｕｇｈ ｓ， Ｕｍｖａｃ
，

ＮＣＲ，ＣＤＣ，Ｈｏｎｅｙｗｅｌ１の頭文字をとっ て， ＢＵＮＣＨと呼はれるようになり ，

１９７０年代以降，汎用 コソピ ュータ市場の世界はｒＩＢＭ対ＢＵＮＣＨ」という図

　　　　　　　　　　２９）
式で語られるようになる 。

　　　小型 コ：／ピ ュータ市場の競争構造

〔ミニコ！ピ ュータ市場の競争構造〕

　ミニコソピ ュータ市場の歴史は，１９６５年，ＤＥＣ杜が小型 コンピ ュータ ，

ＰＤＰ－８を出したことに始まる 。このＰＤＰ－８の出現を契機として ，６０年代後半
，

多数のメーカー が参入し，ミニコンピ ュータ市場が急速な展開をみせたことは ，

すでにみたとおりである 。１９７０年代に入ると ，この勢いはさらに強まり ，設置

台数でみると ，１９７０年にはその他の小型 コソピ ュータも含めて１万９，０００台程

度であ ったものが，７８年にはミニコソピ ュータだけで実に約３１万７，３００台へ
，

大幅な増加を示した 。

　このような状況をつくり出した主要企業群を１９７８年時点てみると ，表皿 一２

（２）のようである
。

　この時点でミニコソピ ュータ市場を構成する企業は，大小合わせて少なくと

も４５杜に上 っていた。これらの企業のうち，汎用 コンピ ュータを主力としなが

らミニコソピ ュータにも進出している企業は，ＩＢＭ，ＣＤＣ杜，ハネウヱ ル杜 ，

スベリー・ ラソド杜である 。スペリー・ ランド杜の場合には，１９７７年４月 ，ミ

　　　　　　　　　　　　　　　　（６８４）
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ニコソピ ュータの中堅 メーカー であ ったヴ ァリアソ ・デ ータ ・マシソズ杜を買

収して ，この分野に進出した 。

　これらのミニコンピ ュータ ・メーヵ一 は，一方ではＤＥＣ杜のように設置台

数が１０万台を超えるものから ，他方では１００台にも満たないものまで，大小さ

まざまな規模のものから成 っていた（表では，設置台数１，０００台以上のもののみ掲

げてある）。

　このうち，設置台数１万台を超えるものは，ＤＥＣ杜を筆頭に，コ！ピ ュー

タ・ オートメーショ１／ 杜， データ ・ゼネラル杜，ゼネラル ・オートメーション

杜， ヒュレット ・パッ カード杜，マイクロ データ杜，スベリー・ ラソド杜，テ

キサス ・イソスッルメンッ 杜などであ った。これらのなかでは，ＤＥＣ杜が頭

抜げた位置を占めており ，全設置台数の実に３７．３％を占めていた 。

　ＩＢＭについていえぱ，同杜の本格的なミニコンピ ュータ ，シリーズ１が発

表されたのがようやく１９７６年１１月であり ，この時点では設置台数はそれほど多

くない 。

　ところで，汎用 コソピ ュータに比べて売り切り部分の多いミニコソピ ュータ

の場合，各杜の位置を示すのに，設置台数とともに，その時点での出荷台数 ，

出荷金額の状況が重要な指標となる 。そこで，さらに１９７８年時点のアメリカ ・

ミニコ１／ピ ュータ ・メーカー 各杜の出荷状況を示してみると ，表皿 一４のよう

である 。

　出荷台数でみると ，やはりＤＥＣ杜が４万７，５００台で，全体の４７．５％を占め
，

圧倒的な地位を占めている 。これに続くのが，デ ータ ・ゼネラル杜，ヒュレッ

ト・ パッ カード杜，テキサス ・イ１／スツルメソツ 杜，コソピ ュータ ・オート

メーショ：／杜などである 。

　これらのトッ プグル ープに対して ，ＩＢＭの出荷台数は２，８００台で，まだ全体

の２．８％を占めるにとどまっ ている 。

　出荷金額でみても ，ＤＥＣ杜のトッ プは変わらない。同杜は，出荷金額でも

３８．９％を占めている 。これに続くのは，やはりヒュレット ・パッ カード杜と

データ ・ゼネラル杜で，それぞれ全体の１４．７％ ，１１ ．２％を占めている 。このよ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６８５）



５２　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４０巻 ・第５号）

　　表１皿 一４　アメリカ ・ミニコノヒュータ　 メーカーの出荷状況（１９７８年実績）

会　　　杜　　　名
出荷金額

（１００万ドル） シェ ア（％） 出荷台数
シェ ア（％）

１ Ｄｉｇｉｔａ１Ｅｑｕｉｐｍｅｎｔ １， ４２０ ３８ ．９ ４７ ，５００ ４７ ．５

２ Ｈｅｗ１ｅｔｔ＿Ｐａｃｋａｒｄ ５３５ １４ ．７ ８， ０００ ８．

Ｏ

３ Ｄａｔａ　Ｇｅｎｅｒａ１ ４１０ １１ ．２ １２ ，９００ １２ ．９

４ Ｈｏｎｅｙｗｅｌ１ ２００ ５． ５ ２， ０００ ２． ０

５ Ｐｅｒｋｉｎ－Ｅ１ｍｅｒ １１３ ３． １ ２， １００ ２． １

６ Ｇｅｎｅｒａ１Ａｕｔｏｍｔｉｏｎ １１１ ３．

０
２， ６００ ２．

６

７ Ｔａｘａｓ　Ｉｎｓｔｍｍｅｎｔｓ １１０ ３． ０ ６， ０００ ６． ０

８ Ｐｒｉｍｅ　Ｃｏｍｐｕｔｅｒ ９４ ２． ６ ６７０ ０， ７

９ ＩＢＭ ８０ ２．
２

２， ８００ ２．
８

１Ｏ Ｍｉｃｒｏｄａｔａ ７６ ２． １
１， ３８０ １．

４

１１ Ｃｏｍｐｕｔｅｒ　Ａｕｔｏｍａｔｉｏｎ ６８ １．
９ ６， ０００ ６， ０

１２ Ｍｏｄｕ１ａｒ　Ｃｏｍｐｕｔｅｒ　Ｓｙｓｔｅｍｓ ６５ １．

８ ８００ ０，

８

１３ Ｓｙｓｔｅｍｓ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ　Ｌａｂ ５０ １．
４ ３００ ０． ３

１４ Ｈａｒｒｉｓ ４０ １．

１ ３００ ０．
３

１５ Ｓｐｅｒｒｙ　Ｒａｎｄ（Ｕｎｉｖａｃ） ３８ １．

０
１， ０５０ １．

１

１６ Ｔａｎｄｅｍ　Ｃｏｍｐｕｔｅｒｓ ３１ ０． ８ ９０ ０． １

１７ そ　の　他 ２０９ ５． ７
５， ５１０ ５． ５

合　　　　　計
３， ６５０ １００ ．００ １００ ，０００ １００ １００

（出所）　日本電子計算機（株）［ＪＥＣＣ コンピ ュータ ・ノート（Ｉ９８０年版）」１９８０年，６７ぺ 一ジ表３－１７。原資料は ，

　　ＩＤＣ，厄Ｄ〃〃榔岬Ｒ伽〃，Ｊｍｅ２９．１９７９

うな状況が，上の３杜が「ミニコンピ ュータの御三家」と乎ぱれるようにな っ

た背景である 。

　これに対して ，ＩＢＭは，出荷金額では９位であり ，全体の２．２％を占めるに

とどまっ ていた。ＩＢＭは，１９７０年代半ぼにな ってようやくこの市場に進出を

本格化しつつあ ったが，まだまだ立ち遅れは覆い難く ，苦戦を続けることにな

ったわけである 。

〔スモール ・ヒソ不スコノピ ュータ市場の競争構造〕

　ところで，ミニコンピ ュータに端を発した小型 コソピ ュータ市場は，１９７０年

代に入ると ，ＩＣの高集積化，ＬＳＩの発展を背景に，さらに多様な展開を示す

ことにな った。その一つが，上のようなミニコソピ ュータ市場の展開と直接連

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６８６）
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動した，スモー ル・ ビジネスコソピ ュータ市場の形成であ った 。

　表皿 一２（３）は，１９７８年時点でのスモール ・ビジネスコソピ ュータ市場の主要

企業群を示している 。

　この時点でスモー ル・ ビジネスコンピ ュータ市場を構成する企業は，ミニコ

ンピ ュータ市場の場合よりも一段と多く ，大小合わせて少なくとも６４杜に上 っ

ていた。これらの企業のうち，汎用 コ１／ピ ュータを主力としながらミニコソピ

ュータにも進出している企業は，ＩＢＭ，バ ロース 杜， ＮＣＲ杜，スベリー・ ラ

ソド杜である 。

　これらのスモール ・ビジネスコソピ ュータ ・メーカーも ，ミニコソピ ュータ

の場合と同様に，一方では設置台数が１万台を超えるものから ，他方では１００

台にも満たないものまで，大小さまざまな規模のものから成っていた。とくに ，

まだ設置台数１００台程度のものが圧倒的に多か った 。

　このうち，設置台数１万台を超えるものは，ＩＢＭとワソグ ・ラポラトリー

ス杜の２杜で ，これらか頭抜けた位置を占めていた。これら２杜をあわせると ，

設置台数全体の約５０％に上 った。それに次いで，設置台数１ ，０００台を超えるも

のは，バロース 杜， ＤＥＣ杜，べ 一シック ・フォア杜（Ｂ・・ｉ・一Ｆｏｕ・） ，ＮＣＲ杜 ，

マイクロ テータ杜（Ｍ
１ｃ・ｏｄａｔａ），クァノテル杜（Ｑ

ａｎｔｅ１）

，などであ った 。

　こうして ，スモール ・ビジネスコンピ ュータ市場では，ミニコソピ ュータの

場合とは違 って ，ＩＢＭがトッ プ・ シェ ァを確保していた。これは，１９７５年に

出されたシステム３２，さらにその展開としてのシステム３４（１９７７年）の力によ

るものである 。

　（２）「第３５世代」のヨーロンパ ・コンピュータ産業

　以上のようなＩＢＭをはじめとするアメリヵ ・コソピ ュータ ・メーヵ一の動

向に対応して ，１９７０年代に，全世界 レベルでの コソピ ュータ産業はどのような

展開をみせることにな ったか 。

　はじめに，１９７０年代をとおしての世界各国での コンピ ュータ設置の到達状況

を１９８０年末時点での数字でみると ，表皿 一５のようである（なお，本稿 シリーズ

　　　　　　　　　　　　　　　　（６８７）
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　　　立命館経済学（第４０巻 ・第５号）

表■ 一５　世界各国での コンピ ュータ設置状況
　　　　（１９８０年１２月現在 ：汎用 コンピ ュータのみ）

国　名 設置台数 設置金額
構成比（％） （１００万ドル） 構成比（％）

ア　メ　リ　カ
５６ ，５１５ ３４ ．３ ５８ ，１６５ ４２ ．６

西ドイ　
ツ １０ ，３８５ ６， ３ １０ ，００２ ７． ３

フ　ラ　ソ　ス
１２ ，６２６ ７．

７ ８， ３１７ ６，
１

イ　ギ　リ　ス
７， ８５２ ４．

８ ６， ９１５ ５． １

イ　タ　リ　ア
４， １３２ ２． ５ ３， ７７４ ２． ８

オランダ
２， ０４７ １．

２ １， ７１０ １．

３

ス　　イ　　ス
１， ６５９ １．

０
１， ４９０ １．

１

ス　ベ　イ　ン
１， ６０４ １．

０ １， ２９８ ０．
９

スウェー デ１／ １， １２４ Ｏ． ７ １， ２２８ ０． ９

ベルギ ー
１， １８７ ０．

７ ９９３ ０．
７

一“

アンマーク
８７８ ０．

５ ８９４ ０．
７

オーストリア
７４１ ０． ４ ６３６ ０． ５

ノルウェー
５１９ Ｏ．

３ ５４４ Ｏ，
４

その他のヨーロッパ諸国 １， ２２２ ０．
７ ８７５ ０．

６

中東諸国
７６５ ０． ５ ５９６ ０． ４

南アフリカ共和国
１， １２９ ０．

７ ８９４ ０．

７

アフリカ諸国
５０５ Ｏ．

３ ２７５ ０．
２

カ　ナ　　ダ
３， ５８９ ２． ２ ３， ９１８ ２． ９

日　　　本
２４ ，３１１ １４ ．７ １５ ，６３５ １１ ．４

オーストラリア
２， ３５６ １．

４
１， ７８７ １．

３

東南アジア／オセアニア諸国 ２， ６７５ １．

６ １， ７４２ １．
３

メ　キ　シ　 コ
１， １７４ ０． ７ ５２６ ０． ４

ブラジル
２， ４８２ １．

５
１， ５６９ １．

１

ラテンアメリカ諸国
１， ７９７ １． １ １， ０１３ ０． ７

ソ　　　連
１６ ，７１０ １０ ．１ ９， １８９ ６． ７

ユーゴスラビア
１， １３４ Ｏ．

６ ６１０ ０． ４

東欧諸国
３， ７７２ ２． ３ ２， ０８５ １．

５

合　　計
１６４ ，８９０ １００ ．Ｏ １３６ ，６８０ １００ ．０

（出所）　 日本情報処理開発協△［世界 コノヒュータ年鑑（１９８３年版）』１９８３年，１４０－１５７へ 一ソより作成。原資料

　　は，ＩＤＣの調査 。

皿の表ｎ －４がミニコンピ ュータを含んでいるのに対して，本表は汎用 コソピ ュータの

みである 。したが って ，両表の数字は単純に比較できない）。

　このような設置状況を実現してい った主要各国の コンピ ュータ産業の動向は

どのようなものであ ったか（ただし，以下，主として ，汎用 コ：／ピ ュータ〔メイン ・

　　　　　　　　　　　　３０）
フレーム〕産業についてみる）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６８８）



　　　　　　　　　　ＬＳＩ時代の コソピ ュータ産業（坂本）　　　　　　　　　　５５

　¢　イギリス

　１９６８年，イギリス政府の国産 コソピ ュータ ・メーカー 育成の中核として発足

したＩＣＬ杜は，１９７０年代に入 って ，ＩＢＭシステム３７０に対応するため１９００シ

リーズのバフォーマンスを高めた１９００Ｓシリーズを開発した。しかし ，激化す

る国際競争のなかで ，１９７２年には経営危機に陥 った 。

　この時点で，ＩＣＬ杜はＩＢＭイギリス杜出身のハドソソとスベリー・ ラ１／ド

杜出身のクロスを新会長と新杜長に迎え，かれらのもとで再建を図 った。当時 ，

ヨーロッバではＩＢＭに対抗するために，とくにイギリス ，フランス ，西ドィ

ツ３大国の政府 レベルで コソピ ュータ企業の コソソーシアムＵＮＩＤＡＴＡの設

立が模索されていたが，かれらはこれに参加せず，独自路線を推進した 。

　かれらは，これまでＩＣＬ杜に欠げていた販売志向を高めるため，マーヶテ

ィソグ部門の強化を図 った。また，１９７６年にはアメリカ ・メーカー シソガー

杜の海外事務機器部門を買収した 。

　製品系列としては，１９７０年代に入 ってすでに１９００Ｓシリーズを発表していた

が， さらにＩＢＭシステム３７０などアメリヵ ・メーヵ一 に対抗するために ，

１９７３年，小型機モデル２９０３を発表した。これを皮切りに，以後２９００シリーズを

整備し ，ＩＢＭの全機種への対応を図 った 。

　ところで，ＩＣＬ杜は設立の経過から ，１９７０年代末には企業庁（Ｎａｕｏｎ・１Ｅ阯

ｔｅ・ｐｎ・ｅ ＢＯａ・ｄ　ＮＥＢ）か２５％の株式を所有していた。しかし，労働党政権に代

わっ て登場した保守党サヅ チャー政権のもとでの産業政策の見直しによっ て，

１９８０年，この政府保有株は　般株式市場に売却された。これによっ てＩＣＬ杜

は， 設立以来１２年にして ，はじめて国策企業の殻を脱却することにな った 。

　以上のような１９７０年代を経過して迎えた１９８０年の時点で，イギリス ・コノピ

ュータ産業の競争構造はどのようなものであ ったか 。

　表皿 一６にみられるように，１９８０年時点のイギリスでも ，１０年前と同様に

ＩＢＭとＩＣＬ杜が２大企業として競合しており ，２杜で設置台数では約３分の

２， 設置金額では４分の３を占めていた。しかし，両杜の間では，この間の

ＩＣＬ杜の奮闘にもかかわらず，１０年前に比べてＩＢＭにいくぶん押され気味で ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（６８９）
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表皿 一６　１９８０年時点でのイギリスにおけるメーカー 別汎用 コンピ ュータ設置状況

　　　　　　　　　　　　　　（１９８０年１２月現在）

会　　　杜　　　名 設置台数 設置金額
シェ ア（％） （１００万ドル） シェ ア（％）

ＩＢＭ ２， ３６３ ３０ ．１ ３， ０６１ ４４ ．３

ＩＣＬ ２， ９５０ ３７ ．６ ２， ２１４ ３２ ．０

Ｈｏｎｅｙｗｅ１１ ９００ １１ ．５ ５２０ ７． ５

Ｓｐｅ町ｙ（Ｕｎｉｖａｃ） ３０１ ３． ８ ３４４ ５． ０

Ｂｍｏｕｇｈｓ ４７７ ６． １ ２９５ ４． ３

ＮＣＲ ２９０ ３． ７ ＊ ＊

その他 ５７１ ７．
３ ４８１ ７． ０

合　　　計 ７， ８５２ １００ ．Ｏ ６， ９１５ １００ ．０

（注）　 ホは不詳。「その他」に含まれている 。

（出所）　日本情報処理開発協ム　 目１ｊ掲書 ，１４１へ 一ノより作成 。

台数，金額ともにＩＢＭがシ ヱァを高め，ＩＣＬ杜は台数ではＩＢＭを凌駕して

いたものの，金額では大きくＩＢＭに引き離される結果とな った 。

　　　フラソス

　１９７０年代に入ると ，６０年代後半以来の各国べ 一スでの コンピ ュータ産業振興

策　　イギリスにおける１９６８年のＩＣＬ杜設立，フラ■スにおける１９６６年の第

１次プラン ・カリキ ュルとＣＩＩ杜設立，西ドイツにおける１９６７年の第１次情

報処理振輿政策など　　の成果が思わしくないことと ，ＩＢＭを頂点とするア

メリカ ・メーカーの圧倒的な優位を背景に，ヨーロッパでは，とくにイギリス ，

フラソス ，西ドイツ３大国の政府 レベルで コンピ ュータ企業の コソソーシアム

ＵＮＩＤＡＴＡの設立が模索され始めた 。

　１９７２年ＣＩＩ杜とシーメンス 杜が提携に合意し，さらに７３年にオランダのフ

ィリヅ プス 杜（Ｐｈ・１・ｐ・）かこれに加わ って ，ＵＮＩＤＡＴＡか発足した。しかし ，

さきに触れたように，イギリスＩＣＬ杜はこれに加わらなか った 。

　ＵＮＩＤＡＴＡは１９７４年に，統一！リース７０００で４モテルを発表するなど，当

初の滑りだしは順調にみえた。しかし ，実際には各国内での販売や機種開発を

めぐる役割分担で思惑が食い違うなど，内部の意思統一がうまく行かなか った 。

　このような状況のなかで，ヨーロッパ連合のイニシアチィ ブを取ったフラン

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６９０）
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ス政府自身がＣＩＩ杜建て直しの切札として，アメリカ系のハネウェ ル・ ブル

杜（ＨＯｎ・ｙｗｅ１１－Ｂｕ１１）との合併を画策し ，１９７５年５月 ，強引に合意に持ち込ん

だ（フラソス 側の株式保有５３％）。 このハネウェ ル・ ブル杜というのは，１９７０年

ＧＥ杜か汎用 コ！ピ ュータ事業から撤退し ，事業をハ子ウェ ル杜に売却した際

に， その傘下にあ ったブル ・ＧＥ杜もハネウヱ ル杜の傘下に入り ，ハネウェ

ル・ ブル杜とな ったものである 。

　フィリッ プス 杜はこれを不満として ，ＵＮＩＤＡＴＡを離脱し ，このヨーロッ

バ連合は２年で崩壊した 。

　フラソス政府にとっ ては，ＣＩＩ杜とハネウェ ル・ ブル杜の合併は汎用 コソピ

ュータ分野における最後の切札ともいうべきものであ った。このため，１９７６年

７月発足以降４年間にわた って ，巨額の買付け保証（４０億５，Ｏ００フラン）や研究

開発補助など，新会杜ＣＩＩ－ＨＢ杜に莫大な財政援助を行 った 。

　製品系列としては，当時ＣＩＩ－ＨＢ杜は，ＣＩＩ杜系のＩＲＩＳおよぴ７７ノリー

ズとハネウェ ル・ ブル杜系のシリーズ６０の２系列を擁しており ，これらをいか

に統合するかが課題であ った 。

　以上のような１９７０年代を経過して迎えた１９８０年の時点で，フランスではどの

表１皿 一７　１９８０年時点でのフランスにおけるメーカー 別汎用 コンピ ュータ設置状況

　　　　　　　　　　　　　　（１９８０年１２月現在）

会　　　杜　　　名 設置台数
設置金額

シヱ ア（％） （１００万ドル） シェ ア（％）

ＩＢＭ ４， １３２ ３２ ．７ ４， ７３５ ５６ ．９

ＣＩＩ－Ｈｏｎｅｙｗｅ１１－Ｂｕ１１ ６， ０１５ ４７ ．６ ２， ０８３ ２５ ．０

Ｂ甘ｒｏｕｇｈｓ
５３２ ４． ２ ３４０ ４． １

Ｓｐｅｒｒｙ（Ｕｎｉｖａｃ） ２９０ ２． ３ ２８１ ３． ４

ＩＣＬ ７８７ ６． ２ ２５９ ３．
１

ＣＤＣ ＊ ＊ ２０４ ２． ５

Ｓｉｅｍｅｎｓ ＊ ＊ １９５ ２． ３

ＮＣＲ ３０９ ２． ４ ＊ ＊

その他
５６１ ４．

５ ２２０ ２． ６

合　　　計
１２ ，６２６ １００ ．０ ８， ３１７ １００ １０

（注）　 ＊は不詳。「その他」の数字に含まれている 。

（出所）　日本情報処理開発協会，前掲書，１４１べ 一ジより作成 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（６９１）
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ような競争構造か形成されていたてあろうか 。

　表皿 一７にみられるように，１９８０年時点のフランスでは，依然としてＩＢＭ

の占める地位に大きな変化はなか ったが，１９７６年の合併によっ てできたＣＩＩ－

ＨＢ杜のシ ェァが大きく浮上したことが特徴的である 。設置台数ではＩＢＭの

３２・７％に対して ，ＣＩＩ－ＨＢ杜は４７．７％を占めるようにな っている 。ただし ，

金額では，ＩＢＭが依然として５６．９％を占めて ，ＣＩＩ－ＨＢ杜の２５．０％を大きく

リードしていた 。

　　　西ドイツ

　西ドイツの汎用 コンピ ュータ ・メーカーの中核的存在，シーメンス杜の コン

ピュータ事業は，１９７０年代末に至るまて ，不運に見舞われてきた 。

　シーメンス杜は，１９６４年にＩＢＭからの技術的な遅れを挽回するためＲＣＡ

杜と提携してきたが，１９７１年，ＲＣＡ杜が コソピ ュータ事業から撤退するに至

り， 提携先の糸を絶ち切られた 。

　また，この時期に，西トイソ 政府は国産 コ！ピ ュータ事業の強化を図るため

にシーメソス杜とＡＥＧテレフンケン杜両杜による合弁会杜の設立を呼び掛げ

た。 しかし ，この構想にはシーメンス杜が乗らなかったため，シーメ１■ス杜の

代打として ニックスドルフ 杜が登場し ，１９７２年，ＡＥＧテレフンヶソ杜とニッ

クスドルフ 杜によっ てテレフソケン ・コンピ ュータ杜という合弁会杜が設立さ

れた。新会杜には科学技術計算用の大型 コソピ ュータ開発の期待がかけられた

か， 結局，財政難で新会杜は挫折し，再度政府の指導のもとで ，ノーメ：■ス 杜

がこれを吸収させられた 。

　さらに，１９７２年，アメリカ勢カヘの対抗策の切札と期待して参加した ヨーロ

ッパ ・コンピ ュータ企業連合ＵＮＩＤＡＴＡは，２年であえなく崩壊の憂目をみ

た。

　こうして，外部の事情に翻弄され続けたシーメソス杜は，１９７６年１０月 ，この

ような状況から脱却するための組織改革を行い，Ｄａｔａ ＆Ｉｎｆｏｍａｔ１ｏｎ　Ｓｙｓ
－

ｔｅｍｓ Ｇｒｏｕｐと称する新クループを発足させた
。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６９２）
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　この新組織のもとで，１９７８～７９年に，シーメンス杜は主力７０００シリーズの上

下を一挙に拡大してその整備を図 った。それと同時に，さらに小型 コ１／ピ
ュー

タの分野で６０００シリーズを発表した 。

　１９７６年以降のこのような積極的な取り組みのなかで，シーメソス杜の コソピ

ュータ事業は，１９７８年に，ようやく黒字転換に漕ぎつけた 。

　以上のような１９７０年代を経過して迎えた１９８０年の時点で，西ドイツではどの

ような競争構造か形成されていたてあろうか 。

　表皿 一８にみられるように，１９８０年時点の西ドイッでは，依然としてＩＢＭ

が市場の約６０％を占める構造は不変であ った。ＩＢＭは，１０年前とほぼ同様に ，

設置台数で５４．３％，金額では６３．９％を占めていた 。

表１皿 一８　１９８０年時点での西ドイツにおけるメーカー 別汎用 コソピ ュータ設置状況

　　　　　　　　　　　　　（１９８０年１２月現在）

会　　　杜　　　名 設置台数
設置金額

シェ ア（％） （１００万ドル） シェ ア（％）

ＩＢＭ ５， ６３５ ５４ ．３ ６， ３９１ ６３ ．９

Ｓｉｅｍｅｎｓ １， ３６５ １３ ．１ １， ７３６ １７ ．４

Ｈｏｎｅｙｗｅ１ｌ １， ３６６ １３ ．２ ６４９ ６． ５

Ｓｐｅｒｒｙ（Ｕｎｉｖａｃ） ５３０ ５． １ ５３７ ５． ４

ＣＤＣ ＊ ＊ １９９ ２． ０

ＩＣＬ ４８０ ４． ６ ＊ ＊

ＮＣＲ ２９０ ２． ８ ＊ ＊

その他 ７１９ ６． ９ ４９０ ４． ９

合　　　計
１０ ，３８５ １００ ．０ １０ ，Ｏ０２ １００ ．０

（注）　ホは不詳。「その他」の数字に含まれている 。

（出所）　日本情報処理開発筋ム，前掲書，１４１へ 一ソよりｆ乍成 。

　ただ，この間，西ドイツ 唯一の汎用 コソピ ュータ ・メーカー であるシーメン

ス杜のシ ェアはかなり大きく上昇し ，台数では１３．１％，金額では１７．４％を占め

るまでにな った。しかし，同杜の奮闘にもかかわらず，西ドイツでは，依然と

して８０％以上をアメリカ ・メーカー が占る状況は変らなか った 。

（３）全世界のメーカー別コンピュータ設置状況

以上，「第３５世代」コ！ピ ュータ時代の競争構造をアメリカ国内およひア

　　　　　　　　　　　　　　　（６９３）



　６０　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４０巻 ・第５号）

メリカ以外の主要諸国（日本については後述）についてみてきた。ここでも ，以

上みてきたことを全世界 レベルでの汎用 コノピ ュータのメーカー別設置状況に

よっ て， 総括しておこう 。

　表皿 一９は，この状況を概括したものである 。

　　　　　表皿 一９　世界市場でのメーカー 別汎用 コンピ ュータ設置状況
　　　　　　　　　　　　　　　（１９８０年１２月現在）

会　　杜　　名 設置台数 設置金額
シェ ア（％） （１００万ドル） シェ ア（％）

ＩＢＭ ６９ ，６２６ ４８ ．０ ７５ ，９０８ ６０ ．４

Ｈｏｎｅｙｗｅｌｌ １６ ，５０３ １１ ．４ ９， １６４ ７． ３

Ｓｐｅｒｒｙ（Ｕｎｉｖａｃ） ７， ５１７ ５．

Ｏ ８， １３１ ６．

５
Ｂｕ・ｒｏｕｇｈ

・ ８， ５８８ ５． ９ ５． ８９９ ４． ７

ＣＤＣ ＊ ＊ ３， １１７ ２． ５

ＮＣＲ ６， ９８９ ４．

８ ＊ ＊

ＩＣＬ ７， １３７ ４． ９ ３， ６５１ ２． ９

Ｓｉｅｍｅｎｓ ２， ２５０ １．

５ ２， ４８４ ２． Ｏ

富士通
６， ５６３ ４． ５ ３， ４２４ ２．

７

日立製作所 ３， ２０６ ２．

２ ２， ４３０ １．

９

日本電気 ３， ５５５ ２． ４ ２， ０３３ １．

３

その他資本主義圏 メーカー １３ ，２５１ ９． １ ９， ４９２ ７． ５

資本主義匿１メーカー 合計 １４５ ，１８５ １００ ．０ １２５ ，７３３ １００ ．０

ソ連 ・東欧系 メーカー １９ ，７０５ １０ ，９４７

合　　　計 １６４ ，８９０ １３６ ，６８０

　（注）　 ＊は不詳。「その他資本主義圏 メーカー」の数字に含まれている 。

（出所）　日本情報処理開発協会，前掲書，１５８ぺ 一ジより作成 。

　これによれば，まず世界のトッ プメーカー ＩＢＭの占めるシ ェァは，設置

台数で４８０％，設置金額では６０４％とな っている（ただし ，ソ 連東欧系 メー

カーのシ ェアを除いている）。 本稿 シリーズＩでみた１９７１年時点でのシ ェアは ，

設置金額へ 一スで ，６２１％であ ったから ，いく分低下してはいるか，この１０年

間に状況は大きくは変 っていない（前掲表ト９と本表皿 一９を比較されたい）。 世

界全体で設置金額が２７倍の増加を示した１９７０年代の「第３５世代」の展開の

なかでも ，ＩＢＭは，アメリヵ国内での推移と同様に，その地位をほぽゆるぎ

なく維持しえていたといえる 。

　ところで，この間，とくに大きく変化したのは，日本 メーカーのシ ヱアであ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６９４）
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る。１９７１年時点では，日本の上位３杜，富士通，日本電気，日立製作所のシ ヱ

アは，それぞれ１ ．１ ，Ｏ ．９，Ｏ．８％で，合わせても２．８％にとどまっ ていた（日本

メーカーの合計が３．４％）。 これが１９８０年になると ，それぞれ２ ．７，１ ．９，１ ．８％に

まで上昇し ，３杜で６．２％に到達している 。各杜１％程度の上昇ではあるが ，

ＩＢＭを除くアメリヵ ・メーヵ一 がそれぞれシ ェァを停滞ないし低下させてい

るなかで，この上昇は，コンピ ュータ産業史上，大きな意義をもっ ていた。こ

のような日本 メーカーの浮上がどのような背景で実玩したかは，つぎの項でく

わしくみる 。しかし ，このような上昇にもかかわらず，まだ上位３杜を合わせ

ても ，や っと６．２％のシ ヱアしか占めえなか ったところに，この段階での日本
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１）
コソピ ュータ産業の全世界市場で占る位置が端的に示されている 。

２２）　日本電子計算機（株）『ＧＥとＲＣＡの撤退とＩＢＭ　　米司法省／ＩＢＭ裁判公開

　文書分析 ノリース　第２分冊』１９７６年，第１ ，２章Ｆｌｓ
ｈｅｒ，ＭｃＫ１ｅ　ａｎｄ　Ｍ

ａｎｃ
ｋｅ

，

　○声６批，ＰＰ
．１８０－２０２ ：坂本和一『ＧＥの組織革新』法律文化杜，１９８９年，第５章 。

２３）　日本電子計算機（株）『ＧＥとＲＣＡの撤退とＩＢＭ』第３章Ｆ ｌｓ
ｈｅｒ，ＭｃＫ１ｅ

　ａｎｄ　Ｍａｎｃ
ｋｅ

，ｏ〃〃
，ｐｐ２０２－２２８

２４）北正満『ＩＢＭの挑戦』１２４～１３１べ 一ジ ：〃五 ，ＰＰ
．３９６－３９８

２５）同上書，１３１～１３８ぺ 一ジ 。

２６）アムター ル杜およぴ創立者アムタールについては
，Ｕｔｔａ１，Ｂ ，Ｇｅｎｅ Ａｍｄａｈ１

　Ｔａｋｅｓ　Ａｉｍ　ａｔ　ＩＢＭ，ハｏ伽〃３，Ｓｅｐｔ．１９７７，ｐｐ
．１０６－２０ ：Ｓｏｂｅ１，Ｒ

．，
ｏク．６

松， ｐｐ

　３２４－３２９（前掲訳，４０１～４０８へ 一ソ）Ｆ １ｓ
ｈｅｒ，ＭｃＫ１ｅ　ａｎｄ　Ｍａｎｃｋｅ　ｏ戸ｏ〃 ，ＰＰ

　４１５－４１７，を参照 。

２７）Ｂｒｏｃ
ｋ， Ｇ． Ｗ．，丁加ひ８Ｃｏ仰〃３ブ１〃〃５炉ツーＡ８〃ツげ〃〃加げｏ倣４

　１９７５，ｐｐ
．９２－９６

２８）以上，ＩＢＭ コンパチブルＣＰＵメーカー については，前掲注２６）に加えて ，

　Ｔｈｅ　Ｎｅｗ　Ｗａｖｅ　ｏｆ　Ｃｈａｎｇｅ　Ｃｈａ１１ｅｎｇｍｇ　ＩＢＭ，Ｂ〃３舳３ 肌６是，Ｍａｙ２９．１９７８，ｐｐ

　９２－９９ ：北正満『ＩＢＭとの攻防』第５章 ：日本電子計算機（株）『ＪＥＣＣ コソピ

　ュータ ・ノート（１９８０年版）』１９８０年 ，５８～６６べ 一デ，などを参照 。

２９）ＭｃＣ１ｅ１１ａ叫Ｓ　Ｔ ，Ｔ１加Ｃｏ伽〃９Ｃｏ卿〃鮒１〃〃３仰８肋加ｏ〃，Ｗ舳舳，Ｌ０５舳，

　舳４８〃ｒ刀加ｏ術，１９８４，Ｃｈａｐ．５（旭化成２００１年プ ロジ ェクト訳『コソピ ュータ産

　業の大波乱』講談杜，１９８５年，第５章 。

３０）以下，ヨーロッパ主要諸国の コンピ ュータ産業の状況については，主として電

　波新聞杜編『電子工業年鑑』各年版における ，電子計算機の「海外の動向」によ

　　　　　　　　　　　　　　　　（６９５）
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　　る 。

　３１）　 日本情報処理開発協会『世界 コンピ ュータ年鑑（１９８３年版）』１９８３年，１５８べ
一

　　ジによる 。

３． 「第３ ．５世代」の日本コンピュータ産業

　以上，ＩＢＭシステム３７０の発表に始まっ た１９７０年代の ，いわゆるｒ第３ ．５

世代」コンピ ュータ産業の世界的な展開をみてきた。ところで，この新しい コ

ソピ ュータ産業の世界的な展開に，日本の コンピ ュータ産業はどのように対応

したであろうか 。

　結論的にいえぱ，日本の コノピ ュータ産業はこの段階に，コンピ ュータの貿

易， 資本，およぴ技術の完全自由化を背景にして，抜本的な業界再編成を迫ら

れた。このなかで，日本 コソピ ュータ産業は一方では，かつてみなか った国産

メーカー 間の提携の実現によっ て， その自己開発能力を飛躍的に強化した。し

かし ，これは同時に，１９６０年代の コンピ ュータ６杜の２極分解の過程であり ，

一方で富士通，日立製作所，日本電気の３杜が汎用 コンピ ュータ ・メーカー

（メイ／　フレーマー）として大きく浮上したか，他方，東芝，三菱電機，沖電

気工業の３杜はそれぞれ小型 コ１／ピ ュータや周辺機器の得意分野に特化してい

くプ ロセスであ った。そしてここに，１９８０年代以降の日本の コノピ ュータ産業

展開の技術的な基盤と競争構造が形成されることにな った 。

　（１）国産メーカーの３グループ化

　０　 コンピ ュータをめく“る貿易 ・資本 ・技術の自由化

　すでにみたように国産 コンピ ュータ産業の育成政策を積極的にすすめてきた

政府は，コンピ ュータについては貿易 ・資本 ・技術各面での自由化を極力遅ら

せてきていた 。

　しかし，アメリカ政府は，トルの力の陰りと貿易収支不均衡の顕在化を背景

　　　　　　　　　　　　　　　　（６９６）
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に， １９７０年の日米繊維交渉のあとをうけて，さらにわが国に コンピ ュータの自

由化を強く迫ることにな った。これには，当時，政治的に沖縄返還問題も絡み ，

コンピ ュータ自由化は，日本政府にとっ ては緊急な判断を迫られる課題とな っ

た。

　このような状況のなかで，１９７１年７月 ，政府は急邊，つぎのようた コソピ

ュータの自由化方針を決定した 。

　１）　 コンピ ュータの製造 ・販売 ・賃貸業（資本）については，３年後（１９７４

年８月４日）に，外資比率５０％の条件つきで自由化する 。

　２）記憶機 ・端末機を除く周辺機器については，１９７２年２月１日より ，輸入

を自由化する 。

　また，技術導入については，１９７２年に ，１９７４年７月１日より自由化すること

が決定された 。

　しかし ，１９７３年になると ，アメリカの１９７２年の貿易収支が６４億ドルという史

上最大の赤字を記録した。その反面で日本の黒字の累積か目立つようになり ，

これが一方での円対策と同時に，日本の貿易 ・資本の自由化をより一層強く迫

ることにな った 。

　このような状況のなかで，１９７３年４月 ，さらに１９７５年１２月１日よりコンピ

ュータに関する資本を完全自由化することが決定された 。

　また，コンピ ュータ本体と記憶機 ・端末機などの周辺機器，および素子２００

以上のＩＣの輸入については，それぞれ１９７５年中および１９７４年中に自由化する

ことが決定された（なお，１９７４年末に至り ，ＩＣの輸入自由化時期を７４年１２月２５日に
，

また７５年末に，コソピ ュータ本体などの輸入自由化時期を７５年１２月２４日に，それぞれ確

　　　３２）
定している）。

　　　国産 メーカーの３グル ープ化と新 シリーズの発表

　１９７１年，コソピ ュータ自由化の方針が固まっ てくるにしたが って ，政府はこ

れへの対応策を急いだ。その要をなしたのが，国産 コソピ ュータ ・メーカーの

国際競争力を高めるための業界再編成の働きかげてあ った。このように政府か

　　　　　　　　　　　　　　　　（６９７）
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業界再編成を強く働きかけた背景には，１９７０年にＧＥ杜，７１年にはＲＣＡ杜と

いっ たアメリヵを代表する総合エレクトロニクス ・メーヵ一 がＩＢＭとの競争

に力尽きて ，相次いで コノピ ュータ事業から撤退するという ，国際的な競争の

厳しさか大きく影響していた。資本 ・貿易の自由化を目前に控えて ，国際競争

力の抜本的な強化は，世界 コノピ ュータ産業ての生き残りのために必至の課題

であ つた 。

　政府は，業界再編成のために，具体的に企業間のクル ープ化を図り ，それら

のクループに「鉱工業技術研究組合法」にもとつく「組合」をつくらせ，これ

に補助金を与えるために，１９７１年７月に「電子計算機等開発促進費補助金制

度」を創設した。この補助金制度は，実質的には「組合」の開発費の５０％補助

を主な目的とするものであ った 。

　このような政府の趣旨に応えて，グル ープ化の第１弾として ，まず１９７１年１０

月２１日 ，当時わが国 コソピ ュータ産業の上位２杜，富士通と日立製作所の新機

種開発についての全面的提携か発表された。両杜は，１９７２年８月 ，ＩＢＭ ノス

テム３７０に対抗する ，共通のアーキテクチ ュアをもっ た大型から小型までのシ

リースを共同開発するために「超高性能 コ■ピ ュータ開発技術研究組合」を設

立した 。

　引き続いて１９７１年１１月２４日には，日本電気と東芝か同様の提携を結ぶ合意に

達し ，「新 コンピ ュータシリーズ技術研究組合」を組織した。この両杜の場合

には，ＩＢＭシステム３７０の対抗機 シリーズの共同開発だげではなく ，ソフトウ

ェアと周辺機器については，既存のシリーズについても協力していこうという

積極的なものであ った。両杜は，１９７４年３月には，提携関係を効率的に運用し

ていくために，日本電気６０％，東芝４０％の出資で日電東芝情報 ！ステム を設立

した 。

　また，同じ１９７１年１１月２４日には，三菱電機と沖電気工業との共同開発の提携

も発表された。両杜は，とくにプ ロセス制御と科学技術計算に重点をおいた新

シリーズの開発を目標にした「超高性能電子計算機技術研究組合」を設置した 。

両杜はすでにスペリー・ ラソド杜の販売会杜，日本ユニ バックをつうじて関係

　　　　　　　　　　　　　　　　（６９８）
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を結んでおり ，また三菱電機は沖ユニ バックの磁気デ ィスク装置の生産を請け

負うことで ，協力関係にあ った。三菱電機は，この新しい提携てさらに沖 ユニ

バックに対する協力体制を強化するため，７２年４月に同杜に資本参加した（こ

れによっ て， 沖ユニ バックの出資比率は，沖電気工業４７％，スベリー・ ラソド杜４５％
，

三菱電機８％とな った）。

　こうして ，コンピ ュータ自由化のスケジ ュールが最終的に明確にされたこと

を背景にして ，１９７１年末の短期間のう

ちに，国産 メーカー６杜は３つのグ　　表皿 一１０ 　３グループの開発モデル

ノレープを分かれて ，具体的にはＩＢＭ

システム３７０の対抗機 シリーズを開発

する作業に入 った 。

　「電子計算機等開発促進費補助金」

は， １９７２年度５２億円 ，７３年度１７７億円
，

７４年度１９６．５億円 ，７５年度１４６億円に上

ったが，このうち各年度４５億円 ，１４４

億円 ，１５２．５億円 ，１２５億円が「電子計

算機新機種開発促進費補助」 ，つまり

上記３グループの コンピ ュータ新 シ

リーズ開発への補助金によっ て占めら

れていた 。

　このような政府の積極的な援助のも

とで，３グループは予定どおり１９７４年

春より挙 って新 シリーズの発表を開始

した 。

　１９７４年５月 ，まず日本電気 ・東芝ク

ループがＡＣＯＳ７７シリーズのモデル

２００，３００，４００の３モデ ノレ を発表した 。

これらは，ＩＢＭシステム３７０の中 ・小

　　　　　　　　　　　　　　　　（６９９）

富士通 ・日立（Ｍシリーズ）

モデル名
発表時期 対応ＩＢＭシステ
（年月） ム３７０モデル

Ｍ－１３０ １９７７ ．５ １１５

Ｍ－１４０ １９７７ ，５ １２５

Ｍ－１５０ １９７７ ．１ １３５

Ｍ－１６０ １９７５ ．５ １４５ ，１５８ｎ

Ｍ－１７０ １９７５ ．５ １５８

Ｍ－１８０ １９７４ ．１１ １６８

Ｍ－１９０ １９７４ ．１１ １６８×２

日電 ・東芝（ＡＣＯＳシリーズ）

モデル名
発表時期 対応ＩＢＭシステ
（年月） ム３７０モデル

ＡＣＯＳ－２００ １９７４ ．５ １１５

ＡＣＯＳ－３００ １９７４ ．５ １２５

ＡＣＯＳ－４００ １９７４ ．５ １３５

ＡＣＯＳ－５００ １９７５ ．６ １４５

ＡＣＯＳ－６００ １９７４ ．１１ １５８１１

ＡＣＯＳ－７００ １９７４ ．１１ １５８ ，１６８

ＡＣＯＳ－８００ １９７６ ．４ １６８

ＡＣＯＳ－９００ １９７６ ．１ ＩＢＭ１６８×２

三菱 ・沖（ＣＯＳＭＯシリーズ）

モデル名
発表時期 対応ＩＢＭシステ
（年月） ム３７０モデル

ＣＯＳＭＯ－３００ １９７５ ．７ １１５

ＣＯＳＭＯ－５００ １９７５ ．５ １２５ ，１３５

ＣＯＳＭＯ－７００ １９７４ ．５ １４５

ＣＯＳＭＯ－９００ １９７６ ．３ １５８

（出所）電波新聞杜編ｒ電子工業年鑑（１９８０年

　　版）』１９８０年，４２８べ 一ジ表６８
。
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型モデル１１５，１２５，１３５に対応する機種であ った 。

　同じ１９７４年５月に，三菱電機 ・沖電気グループもＣＯＳＭＯシリーズのうち

のモデル７００を発表した。これは，ＩＢＭシステム３７０のモデル１４５に相当すもの

であ った 。

　上位２杜，富士通 ・日立のグループは，少し遅れて１９７４年１１月 ，Ｍシリーズ

のモデル１８０および１９０の２つのモデルを発表した。これらは，ＩＢＭシステム

３７０の上位モテル１６８に対応するものてあ った。日本電気 ・東芝クル ーフ ，三菱

電機 ・沖電気グループがＩＢＭシステム３７０の中 ・小型 モデルとの対抗機種の

発表を先行させたのに対して ，富士通一日立グループはむしろ大型モデルとの

対抗機種の発表を先行させたのが特徴てあ った 。

　このような１９７４年の第１弾の発表につづいて ，各グループともシリーズの展

開を図 っていくことになるが，その後各グル ーブによっ て発表された開発モデ

　　　　　　　　　　　　３３）
ルは，表皿 一１０のようである 。

　（２）富士通 ・日立クループの新シリース開発　　ＩＢＭコンパチフル路線の

　　選択

　こうして ，日本の コンピ ュータ国産 メーカー６杜は，資本 ・輸入の自由化時

代を迎えて ，とくにＩＢＭシステム３７０への対応を図るべく ，３つのグループ

に力を決集して新シリーズの開発 ・展開をすすめた 。

　しかし，もともとこの３グループ化は，６杜のなかでの階層的な連合，いわ

ば強者連合と弱者連合の性格をもっ ていた。したが って ，このグループ化によ

って ，強者連合はますますその力を強化し ，他方，弱者連合の方は事実上汎用

コンピ ュータからの撤退を余儀なくされることにな った 。

　実際にその後の展開をみると ，一方では，上位１ ・２位連合である富士通 ・

日立グループの両杜は，グループ化による新シリーズの共同開発によっ て日本

コンピ ュータ産業をリードする立場をますます強化した。他方，第２の日本電

気・ 東芝クループの場合には，東芝は，１９７８年，事実上汎用 コノピ ュータから

撤退して，小型 コンピ ュータ分野に特化し，共同開発の成果であるＡＣＯＳシ
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リーズは日本電気によっ て展開されることにな った。また第３の弱者連合とも

いうべき三菱電機 ・沖電気グループの場合には，沖電気はもともと汎用 コソピ

ュータ事業をすすめる意思をもっ ておらず，ＣＯＳＭＯＳ ：／リースはかろうじて

三菱電機によっ て保持されていくことにな った 。

　こうして ，国産 メーカーの３グループ化は，結局，日本の汎用 コソピ ュー

タ・ メーカーを冨士通，日立製作所，日本電気の３杜に絞り込む作用をした 。

　このことを念頭において ，ここでは，とくに強者連合，富士通 ・日立グルー

フの新 ノリース 開発について，もう少し具体的にみる 。

　０　富士通のＩＢＭ コ：／ハチフル路線　　アムタール杜との共同開発

　富士通 ・日立グループのＭシリーズ共同開発を特徴づける最大のポイントは ，

ＩＢＭ コンパチブル路線を選択したことである 。とくに，それまでアメリヵ ・

メーカーとの技術提携路線をとらず，国産技術路線をとっ てきた富士通にとっ

て， これは大きな路線変更であ った 。

　しかし，富士通 コンピ ュータ部門の責任者たちは，１９６０年代後半，一方では

国産技術にもとづくＦＡＣＯＭ－２３０シリーズの開発をすすめながらも ，世界市

場への進出を展望したとき ，心のうちではＩＢＭ コ１／パチブル路線の必要性を

ますます強く感ずるようにな っていた 。

　富士通にＩＢＭ コノパチブル路線への転換を決定づけたのは，１９６９年，ＩＢＭ

の高級エンジニア ，アムダール（前出）と富士通の コンピ ュータ開発の責任者

池田敏雄（のちの常務取締役。故人）との出会いであ った 。

　アムダー ルは「コンピ ュータの天才児」といわれ，すでにふれたように ，

ＩＢＭてはｒ第１世代」７００！リースとｒ第３世代」！ステム３６０の，両 ノリー

ズの設計の中心人物であ った。アムダールは，当時まだＩＢＭの高度 コソピ

ュータ ・システム 研究のデ ィレクターとして ，ｒ次世代」コンピ ュータ ，ＩＢＭ

システム３７０の開発に携わ っていた。しかし，アムダールは，販売志向，標準

化志向の巨大化したＩＢＭでは自分の理想の コンピ ュータを実現できないとい

う思いをつのらせていた 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（７０１）
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　アムダールは，結局，１９７０年９月ＩＢＭをやめ，１０月には新会杜アムダール

杜（Ａｍｄａｈ１Ｃ０・ｐ０・ａｔ１０ｎ）を設立した（この設立には，！カコ のヘノチャー　キャヒ

タル，ハイサ ー杜Ｈｙ・ｅ・ ＣＯｒｐ０・ａｔ１０ｎか２５０万トルを出資した）。 アムタールか新会杜

で実現しようとしたのは，１９７０年７月発表されたＩＢＭのｒ次世代」コノピ

ュータ ・システム３７０のモデル１６５と完全に コソパチブルたシステムで，しかも

その３倍以上の性能をもつものであ った。そして ，この高性能を実現するため

に， デバイスとしてはサブナノ 秒の速度を有するＬＳＩを１００％採用しようとい

う画期的な構想であ った 。

　このアムダール ・プ ロジ ェクトは，ＩＢＭ コンバチブル路線を模索していた

富士通にとっ ては，この上ない手掛りであ った。池田敏雄をとおしてこれを知

った富士通は，以後，ＩＢＭ コ１■パチブル路線の実現にむけてアムダール杜と

の関係を深めていく 。

　富士通は，発足まもなく資金難に苦しむアムダール杜に，共同開発とパテン

ト・ ライセンスを条件として ，５００万ドルを出資した。そして ，１９７１年１２月
，

カリフォル ニア州サ ニー べ一ルのアムダー ル杜の一角に富士通カリフォル ニア

研究所が発足し ，ＩＢＭ コソパチブル ・マシ１／の共同開発の取り組みが始まっ

た。

　すでに説明したように，政府の要請に応えて ，国産 メーカー・ グループ化の

第１弾として上位２杜富士通 ・日立の新機種開発の提携が発表されたのは，ち

ょうどこの頃であ った（１９７１年１０月）。 したが って ，富士通は，一方ではアム

ダール杜との間でＩＢＭ コノパチブル ・マシノの開発をすすめつつ，他方国内

では，日立との間で同様のＩＢＭ コ１／パチブル ・マシノ ，Ｍシリーズの共同開

発をすすめることにな った 。

　アムダー ル杜のＩＢＭ コソパチブル ・マシソ 開発は，当初は順調にすすんで

いるようにみえた。しかし ，１９７２年８月 ，ＩＢＭが発表したシステム３７０の第３

弾， モデル１５８，１６８がそれまでのモデルには採用されていなか ったバーチ ュア

ル・ ストーレジ ・システム を採用していたため，アムダー ル杜は，急邊，設計

計画の変更を迫られることにな った（この点については，１ ・（２）を参照）。

　　　　　　　　　　　　　　　　（７０２）
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　このような＝状況のなかで，アムダール杜の開発作業には停滞が目立つように

なり ，１９７３年１１月 ，富士通はそれまての「経営不介入」の方針を１８０度転換し

て， 徹底介入に踏み切 った。さらに，開発中のＡｍｄａｈ１４７０Ｖ－６の製造を，富

士通が全面的に引き受けることにな った 。

　このような富士通の経営参加によっ てアムダーノレ杜の体制建て直しが急ピ ッ

チにすすみ，１９７４年末には４７０Ｖ－６の第１号機が富士通 ・川崎工場で完成した 。

それは，翌７５年の６月にアムダール杜からＮＡＳＡ（合衆国航空宇宙局）へ納入

された 。

　こうして開発された４７０Ｖ－６が，ＣＰＵでＩＢＭ コノバチブル ・マシソ をつく

ることは困難であるというそれまでの神話を打破し，汎用 コノピ ュータ市場に

ＩＢＭ コ１■パチブルＣＰＵメーヵ一という新たなタイプの企業群をつくり出し

たことは，すでに２でみたとおりである 。

　なお，富士通は，この間，合計でおおよそ２，４２０万ドルの資金をアムダール

杜に投入したといわれる 。これによっ て， 富士通の持ち株比率は３０％を超え ，

筆頭株主とな った。こうして ，富士通はこの時点で ，実質的にアムタール杜を

みずからの子会杜として取り込み，今日に至 っている（１９９１年現在の持ち株比率

　　　３４）
は， ４４％）。

　（２）富士通一日立のＭシリーズ開発

　富士通は，一方でこのようにアムタール杜との間てＩＢＭ コノパチフル　マ

シソの開発をすすめつつ，他方，国内では，日立と共同で，コンピ ュータの自

由化に備えて ，ＩＢＭシステム３７０の対抗機の開発をすすめることにな った ・

　ところで，富士通が国内でＩＢＭ コソパチブル路線のパートナー を選ぶ際 ，

国産 メーカーのなかでは日立がもっともこれに馴染みやすい条件をもっ ていた 。

この点について ，当時通産省の電子政策課長の職にあ った平松守彦氏（現在 ，

大分県知事をつとめる）が，「富士通が日立を選んだ理由」についてつぎのよう

に回顧している 。

　　「電電公杜の大型電算機開発でソフトは富士通と日立の両杜に発注してい

　　　　　　　　　　　　　　　　　（７０３）
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　たので，互いに相手の技術を知っていた。気心も知れていたようです。また ，

　ＩＢＭ互換を選択するには日立だ。日立が米国から技術導入したメーヵ一 は

　ＲＣＡで，これがＩＢＭ互換。〔日立が〕ＩＢＭ互換に一番親近感があ った 。」

　（『日経産業新聞』１９８９年５月１１日「証言昭和史　　国産電算機の再編成　」）

　富士通と日立は，１９７１年１０月 ，共同開発の第１グループとして名乗りをあげ

た。 この２杜の提携は，業界上位２杜の大型提携ということで，国内のみなら

ず海外でも大きな反響を呼んだ 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３５）　この提携の内容は，つぎのようなものであ った 。

　１）両杜が今後開発する「第３ ．５世代」以降の新機種のアーキテクチ ュア

（基本方式）を一致させる 。

　２）一致したアーキテクチ ュアにもとづいて両杜協力して開発を推進し，両

杜それぞれの新 シリーズを製作する 。

　３）同一のアーキテクチ ュアにもとづくコンピ ュータが，今後５年間に
１，

６００億円をかげて通産省が助成するシステム ，および電電公杜が新しいシ

リーズとして今後開発を計画するシステムにマッ チしたものであることが，き

わめて重要かつ望ましいので，それに向かい両杜は，協調 ・努力する 。

　４）　 これらを具体化するために両杜で構成する合同委員会を設け，両杜の合

意のもとに実施をすすめる 。

　両杜は，こうして新機種の開発ではアーキテクチ ュアを共通化して協調して

いくが，他方，製造と販売については，これまでとおり互いに競争関係を続け

ていくこととした 。

　新 ：！リース ，Ｍ ！リースの共同開発は，クル ープ結成から３年を要し ，１９７４

年１１月に至 ってまず上位 モデル，Ｍ－１８０および１９０の２機種が発表された。こ

れらは，ＩＢＭシステム３７０の最上位 モデル１６８に対応する機種であ った。さら

に翌７５年５月にはＩＢＭシステム３７０モデル１５８に対応する２機種，Ｍ－１７０と

１６０が発表され，引き続いて７５年９月にはＭ－１８０ｎと１６０ｕが発表された
。

　こうして発表されたモデルは，両杜の間では，Ｍ－１９０，１８０ｕ ，１６０が富士通
，

Ｍ－１８０，１７０，１６０Ｉが日立によっ てそれぞれ担当され，製品化された（表皿 一

　　　　　　　　　　　　　　　　（７０４）



ＬＳＩ時代の コンピ ュータ産業（坂本）
７１

１１を参照）。

表皿 一１１Ｍシリーズの概要

モデル名 平均命令実行時間 最大記憶容量 対応ＩＢＭモデル 開発担当

Ｍ－１９０ １５５ｎｓ １６Ｍ（ｂｙｔｅｓ） ３７０／１６８×２～３ 富　　士　　通
Ｍ－１８０ ３１０ｎｓ ８Ｍ ３７０／１６８

日立製作所
Ｍ－１８０ＩＩ ６００ｎｓ ４Ｍ ３７０／１６８，１５８ 富　　士　　通
Ｍ－１７０ １， ３００ｎｓ ４Ｍ ３７０／１５８

日立製作所
Ｍ－１６０ ２， １００ｎｓ ２Ｍ ３７０／１５８ｎ 富　　士　　通
Ｍ－１６０皿 ３， ５００ｎｓ ２Ｍ ３７０／１４５

日立製作所
（庄）ｎｓ．はナノセカ１／ド（１０億分の１秒）。

（出所）相磯秀夫ほか編『国産 コソピ ュータはいかに作られたか（『ｂｉｔ』１９８５年９月号別冊）』１９８５年 ，１３２ぺ 一ジ 。

　Ｍシリーズは，当時，世界で最初の全面ＬＳＩ使用の コソピ ュータとして ，

またとくにＭ－１９０は世界最大 ・最速の コソピ ュータとして注目を浴びた 。

　Ｍシリーズには，さらにその後１９７７年に，ＩＢＭシステム３７０の下位モデルに

対応するＭ－１５０ ，１４０，１３０とい った機種が追加された。これらのうち，Ｍ－１５０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６）
は日立，Ｍ－１４０，１３０は富士通がそれぞれ担当した 。

　こうして ，１９７４年末のＭ－１９０，１８０の発表に始まるＭシリーズは，その後１０

年間に富士通で３，９０４台 ，日立で３，７３７台の受注を獲得し ，大きな成功を収めた 。

とくに富士通は，この間にＩＢＭ マシソ を実際に２００台リプレースしたといわ

れる 。この結果，日本の コソピ ュータ市場では，日本アイ ・ビー・ エムと富士

通の コソピ ュータ関連売上高は，１９７６年にはそれぞれ２，７５５億円 ，２，３９６億円で

あっ たが，７９年にはそれぞれ３，２４２億円 ，３，２６８億円となり ，富士通が日本ア

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７）
イ・ ビー・ エム を抜いて首位に立つことにな った 。

（３）日本アイ ・ビー・ エムの生産 ・開発体制の強化　　とくに野洲工場の新

　　設

　以上のような ，１９７０年代の日本 コソピ ュータ産業の動きと並行して ，日本国

内での外資系 メーカーの動き ，とりわけ日本アイ ・ビー・ エムの動向はどのよ

うなものであ ったか 。

　１９６１年，東夙　千鳥町工場に始まっ た日本アイ　ヒー　エムによるＩＢＭ コ

　　　　　　　　　　　　　　　　（７０５）
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ソピ ュータの現地生産は，１９６７年，藤沢工場の完成によっ て新しい段階を迎え

た。 これによっ て， システム３６０時代に対応するＩＢＭ コソピ ュータの日本で

の生産体制を整備した 。

　しかし，同時に，将来のＩＢＭ コソピ ュータの日本での生産体制を考えると

き， 藤沢工場だけではその可能性は制約されていた。そこで，１９９６年，さらに

滋賀県 ・野洲に新工場の建設が開始され，１９７１年にその第１期工事が完成した 。

　野洲工場では，当初，ＳＬＴ／ＭＳＴヵ一ドなどの電子回路部品の生産が行わ

れれた。しかし ，１９７２年１０月 ，システム３７０の最小 ・低価格機種であるモデル

１２５が発表された際，同時にその生産を，アメリカのプキープシー（Ｐ・ｕｇｈ
－

ｋ・・ｐ・ｉｅ）

，イタリァのヴ ィメルカーテ（Ｖｉｍｅ・ｃａｔｅ）と日本の野洲工場の３カ所

で行うことが発表された。これによっ て， 野洲工場は，電子部品を搭載する

カード，さらにカードを搭載したボードなどの電子回路部品からはじまり ，最

終的なシステムの組み立て ，試験に至るまでの コソピ ュータの一貫した生産体

制を実玩することにな った（なお，完全な一貫体制のためには，さらに電子部品そ

のものであるＩＣの生産を包摂することが必要であるが，野洲工場がここまで完成する

のは，１９８３年のことである）。 このような一貫生産体制は，同じくモデル１２５の生

産を担当するアメリカのプキープシー 工場，イタリアのヴィメルカーテエ場で

も， またＩＢＭの世界のどの工場でも例をみない新機軸であ った 。

　１９７３年３月には，さらにシステム３７０モデル１１５が発表された。この際にも ，

野洲工場がその生産を担当することにな った 。

　こうして ，野洲工場の新設は，かつて藤沢工場の設置がシステム３６０に対応

する日本アイ ・ビー・ エムの生産体制の整備という役割を果たしたとすれぼ ，

新たにシステム３７０の対応する生産体制の整備という意義をもつものであ った 。

　他方，すでにシステム３６０モデル４０の生産を担当していた藤沢工場について

は， １９７０年７月のシステム３７０の発表に際して ，モデル１５５の生産を担当するこ

とが発表された。さらに，１９７１年３月発表のモデル１３５，７２年８月発表のモデ

ル１５８についても ，藤沢工場がそれらの生産を担当することにな った。藤沢工

場は，これらのシステム３７０の生産に加えて ，さらに磁気デ ィスク装置や通信

　　　　　　　　　　　　　　　　（７０６）
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制御装置の生産も行 った 。

　ところで，以上のような日本アイ ・ビー・ エム 傘下の２つの工場の生産活動

は， 単なる外資系企業の現地生産というレベルのものではなく ，ＩＢＭの全世

界的な規模での生産体制整備の重要な一環をなしていた。１９７０年代になると
，

ＩＢＭは，本格的なグ ローバル ・システムの構築のため，ＩＢＭワールドトレー

ト杜の下に新たな２つの地域統括子会杜　　１つは ヨーロソハ 中東，アフリ

ヵ地域を担当するワールドトレードＥ／ＭＥ／Ａ杜，もう１つは南北アメリヵ

（合衆国を除く），極東，オセァニァ地域を担当するワールドトレードＡ／ＦＥ杜

　　を設立した（１９７４年）。 そして ，そのような地域統括体制を支える重要な要

素として世界三拠点同時並行型の生産 システム を整備していくことにな ったが ，

日本での藤沢，野洲２工場の整備は，そのような生産 システム 整備の重要な柱

をなしていた（表皿 一１２を参照）。

　また，１９７０年代になると ，ＩＢＭは日本にも製品開発研究所が設立すること

表皿 一１２　ＩＢＭにおける主要 モデル別生産拠点編成（１９７８年時点）

’

生　産　拠　点（工場）
モデル名

アメリカ国内 ヨーロッパ／中東／アフリカ 南→ヒアメリカ／極東

３７０／１１５ Ｐｏｕｇｈｋｅｅｐｓｉｅ Ｖｉｍｅｒｃａｔｅ 野　　　洲
１２５ Ｐｏｕｇｈｋｅｅｐ・ｉｅ Ｖｉｍｅｒｃａｔｅ 野　　　洲
１３５ Ｋｉｎｇｓｔｏｎ Ｈａｖａｎｔ 藤　　　沢
１３８ 藤　　　沢
１４５ Ｅｎｄｉｃｏｔｔ Ｍａｉｎｚ

１４８ Ｓｍ１ａｒｅ

１５５ Ｐｏｕｇｈｋｅｅｐｓｉｅ Ｍｏｎｔｐｅｌ１ｉｅ・ 藤　　　沢
１５８ Ｐｏｕｇｈｋｅｅｐ・ｉｅ Ｍｏｎｔｐｅ１１ｉｅ・ 藤　　　沢
１６５ Ｋｉｎｇｓｔｏｎ

１６８ Ｋｉｎｇｓｔｏｎ Ｈａｖａｎｔ

１９５ Ｐｏｕｇｈｋ・・ｐ
・ｉ・

３０３３ Ｐｏｕｇｈｋｅｅｐ・ｉｅ Ｈａｖａｎｔ 野　　　洲

Ｓ／３ Ｂｏｃａ　Ｒａｔｏｎ／ Ｖｉｍｅｒｃａｔｅ 藤　　　沢
Ｒｏｃｈｅｓｔｅｒ

Ｓ／３２ Ｄｏｎ　Ｍｉ１１ｓ

Ｓ／３４ Ｒｏｃｈｅｓｔｅｒ Ｖｉｍｅｒｃａｔｅ

Ｓ／７ Ｂｏｃａ　Ｒａｔｏｎ

（出所）ＩＢＭ杜の各種刊行物（パンフレットなど）よりｆ乍成 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（７０７）
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になり ，１９７１年５月 ，これが目本アイ ・ビー・ エム 研究所として発足した。発

足当時の研究所は，活動か藤沢，東夙のいくつかの事業所に分散していたか ，

１９７５年，これらを藤沢工場の一角に集合して本格的な研究所としてスタートさ

せ， 名称も藤沢研究所と改められた。ここでは，とくに通信制御装置などの開
　　　　　　　３８）
発がすすめられた 。

　（４）１９７０年代末の日本 コンピュータ産業

　以上，ＩＢＭシステム３７０の発表に始まっ た１９７０年代の ，いわゆるｒ第３ ．５

世代」コノピ ュータの時代のなかて ，日本の コ：／ピ ュータ産業かとのような対

応を図 ってきたか，またこれと並行して ，システム３７０の担い手，ＩＢＭが日本

でどのような活動を展開したかをみてきた 。

　このような１９７０年代の激しい競争過程のなかで ，日本の汎用 コ■ピ ュータ産

業の競争構造はとのように変化したてあろうか 。

　表皿 一１３は，１９７０年から８０年に至る間の汎用 コソピ ュータ産業におけるメー

表１皿 一１３　日本汎用 コンピ ュータ市場における市場 シェ ア推移

　　　　　　　　　　（１９７０－１９８０年 ：設置金額）　　　　　　　（単位 ：％）

会杜名
１９７０ １９７１ １９７２ １９７３ １９７４ １９７５ １９７６ １９７７ １９７８ １９７９ １９８０

日本ＩＢＭ ３１ ．９ ３３ ．２ ２９ ．９ ３０ ．８ ２９ ．８ ２９ ，６ ２９ ．５ ２９ ．Ｏ ２８ ．０ ２７ ．８ ２８ ．７

富士通
１６ ．０ １９ ．６ ２０ ．０ ２０ １４ １９ ．４ ２０ ．１ ２０ ．５ ２０ ．０ ２０ ．５ ２０ ．５ １９ ．６

日立製作所 １６ ．０ １４ ．７ １６ ．４ １６ ．４ １６ ．２ １５ ．８ １５ ．５ １５ ．８ １５ ．８ １５ ．８ １５ ．４

日本電気 １１ ．９ １０ ．９ １１ ．４ １１ ．１ １１ ．５ １０ ．４ ９．
７

９．
８ １４ ．３ １４ ．６ １４ ．３

日本ユニ バツ １２ ．３ ９． ３ ８． ７ ８． ０ ９． ６ ９． ６ ９． ７ ９， ６ １２ ．７ １１ ．７ １０ ．８

ク

東　　芝 ３． ９ ４． ３ ４． ５ ４． ０ ４． ７ ４． ３ ４． ０ ３． ８
一 一 一

沖ユニ バック ２．
９ ２．

７
２．

７
２．

６
２．

５ ３． ３ ３． ９
３．

８
一 一 一

バロース
２． ５ ２， ４ ２． ２ ２． ４ ２． ４ ２． ８ ３． １ ３． ８ ３． ８ ４． ３ ４． ３

日本ＮＣＲ １．

４
１．

８
２．

０
２．

１ ２．

０
２．

４ ２．

６
２．

６
２．

６
２． ４ ２．

２

三菱電機
１．

１ １，
１

１．
４ １．

４
１．

３
１．

１ ０， ９
１．

０
１．

５ ２． ２ ３． ２

その他 ■ ‘
０， ８ Ｏ． ８ ０．

７ ０． ６ ０．
６ Ｏ． ８ ０． ８ ０．

８
１．

５

国産機
５１ ，９ ５３ ．３ ５６ ．４ ５５ ．８ ５５ ．５ ５４ ．９ ５４ ．６ ５４ ．２ ５２ ．１ ５３ ．０ ５２ ．５

外国機
４８ ．１ ４６ ．７ ４３ ．６ ４４ ．２ ４４ ．５ ４５ ．１ ４５ ．４ ４５ ．８ ４７ ．９ ４７ ．０ ４７ ．５

合　　計 １００ ．０ １００ ．０ １００ ．Ｏ １００ ．０ １００ ．０ １００ ．０ １００ ．０ １００ ．０ １００ ．Ｏ １００ ．０ １００ ．Ｏ

（出所）　『コンピ ュートピア』各年１月号の「日本の コンピ ュータ ・システム 設置状況調査」による 。

（７０８）
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カー 別の市場 ノェ アの推移を設置金額へ 一スて示したものである 。

　この表をみてまずわかることは，すでにみたように１９７０年代は汎用 コノピ

ュータ産業にとっ て構造的に大きな変動期であ ったが，日本国内の市場シ ェア

の上では，それほど大幅な変動はまだ表面化していなか ったということである 。

しかし ，続く１９８０年代での変動を予想させる変化は，すでに徴候として現れて

いた 。

　まずトッ プ・ メーカーＩＢＭの占めるシ ェアは，１９６０年代末から７０年代はじ

めに３３％台を実現したのをピークとして（１９６０年代末の状況については，本稿 シ

リーズ１ ，表ｕ －１０を参照），以後７０年代をとおして少しずつ低下し ，１９８０年に

は２８．７％とな った 。

　これに対して，国産 メーカー・ トッ プ３杜のうち，とくに富士通と日本電気

のシ ェアは，富士通が１６．０％から１９．６％へ 日本電気が１１ ．９％から１４．３％へと
，

この１０年の間に，比較的に大きく上昇した。ただ，富士通の場合，１９７２年に一

気に２０％台に乗せて以降はほぽ横這いに推移している 。また，国産 メーカー 第

２位の日立製作所のシ ェアは，この１０年間をとおしてほぽ１５～１６％台を推移し

た。

　他方，国産 メーカー 下位の３杜についてみると ，東芝と沖電気工業（沖ユニ

ハソ ク）は，クループ化による新機種の共同開発にもかかわらず，７０年代後半

には，汎用 コソピ ュータ市場から撤退した。このうちでは，三菱電機が比較的

よく健闘し ，シ ェアを当初の１ ．１％から３．２％にまで上昇させた 。

　ＩＢＭ以外の外資系 メーカーこついてみると ，一方で日本ユニ パックは ，

１２ ．３％から１０．Ｏ％にシ ェァを落とした。これに対して ，バロースと日本ＮＣＲ

は， ２． ５， １．

４％から４．３％ ，２．２％へ，それぞれわずかながらシ ヱアを高めた 。

　こうして ，１９７０年代の１０年間における市場 シヱ アの変化は，全体としてそれ

ぽど大幅をものではなか ったが，続く１９８０年代での変動を予想させる徴候を示

していた 。

　ところで，設置金額へ 一スのノェ ァ構造ては，このようにまだ大きな変化は

現れていなか ったが，年 々の コソピ ュータ関連売上高べ 一スでは，すでにより

　　　　　　　　　　　　　　　　（７０９）
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大きな変化カミ現れていた（ただし，コソピ ュータ関連売上高には，端末機器，ＯＡ機

器， ソフトウェ アたども合むので，正確に汎用 コンピ ュータの売上高を示すものではな

い）。

　表ｍ －１４は，１９７６～８０年の間における日本汎用 コノピ ュータ市場上位１０杜の

コソピ ュータ関連売上高推移をみたものである 。

表皿 一１４　日本汎用 コンピ ュータ市場上位１０杜の コンピ ュータ関連売上高推移
　　　　　　　　　（１９７６～１９８０年）　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：億円）

会杜名
１９７６ １９７７ １９７８ １９７９ １９８０

日本ＩＢＭ ０ ２， ７５５ ０ ２， ９３８ （Ｄ ３， １５３ 　 ３， ２４２ 　 ３， ３８３

富士通 　 ２， ３９６ の ２， ７４５ （２） ３， ０３０ ０ ３， ２６８ ０ ３， ８２１

日立製作所 　 １， ４２０ 　
１， ６００ 　

１， ９００ 　 ２， １６０ （３） ２， ５００

日本電気 ＠
１， １４０ ＠

１， ３７６ ＠ １， ６６９ 　 ２， ００８ 　 ２， ４０４

日本ユニ バック ¢ ７０４ 　 ６７８ 　 ７１６ 　 ７３６ の ７８６

東　芝 　 ５９２ ＠ ５９１ ＠ ４３０ ＠ ５０４ 　 ８０３

沖電気工業 ¢ ４３８ ＠ ４４４ 　 ４７９ 　 ６２８ 　 ７８８

日本ＮＣＲ ゆ ４３５ の ４５０ の ４７０ ¢ ５４６ 　 ５０５

バロース ＠ ３４３ ＠ ３６９ ＠ ３４３ ＠ ３４３ ＠ ４８２

三菱電機 ＠ ３２０ ＠ ３８０ ＠ ４５０ ＠ ５３０ ＠ ６２０

合　　計 １０ ，５４３ １１ ，５７１ １２ ，６４０ １３ ，９６５ １６ ，０９２

（出所）「コンピ ュータ会杜１０杜の実力分析」『コンピ ュートピア』１９８２年１１月号による
。

　すでにあきらかなように，なによりも大きな変化は，売上高トッ プ・ メー

カーの交替である 。１９７９年，これまで第２位であ った富士通が首位を保 ってき

た日本アイ ・ビー・ エム を初めて抜いてトッ プに立 った 。

　いうまてもなく ，フローとしての売上高の変化の結果は，いずれ設置金額

べ一スでのシ ェアの変動として現れる 。このような売上高での順位変動が設置

金額べ 一スのシ ェアの変動として現れるのは，１９８０年代に入 ってからのことで

ある（ちなみに，設置金額べ 一スでのシ ェアで富士通が日本アイ ・ビー・ エム 杜を追い

越すのは，１９８５年のことである）。

　３２）以上，コンピ ュータの自由化については，電波新聞杜編『電子工業年鑑（１９７３

　　年版）』１９７３年，２５２～２５４ぺ 一ジおよび同上書（１９７５年版），１９７５年 ，２９５～２９８

　　べ一ジ ：南澤宣郎『日本 コソピ ュータ発達史』日本経済新聞杜，１９７８年，１７８～

（７１０）
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　１８２べ 一ジ ：富士通（株）『杜史皿』１９７６年，１２５～１３０ぺ 一ジ ：『日経産業新聞』

　１９８９年５月１０日「証言昭和史　　国産電算機の再編成¢（平松守彦）」，なとを

　参照 。

３３）以上，国産 メーカーの３グループ化については。電波新聞杜編，前掲書（１９７３

　年版），２５４べ 一ジ ，同上書（１９７５年版） ，２８９～３０３ぺ 一ジ ，および同上書（１９７６

　年版），６７９～６８２べ 一ジ ：南澤宣郎，前掲書，１８２～１８４ぺ 一ジ １『日経産業新聞』

　１９８９年５月１１～１６日ｒ証言昭和史一国産電算機の再編成¢～¢」　Ａｎｃ
ｈｏｒｄｏ

　ｇｕｙ，Ｍ
．，

Ｃｏ妙〃舳１肌一■砂舳℃加〃舳９“ｏ 朋〃，１９８９，Ｃｈａｐ
・４，などを参照 。

３４）以上，富士通とアムダール杜とのＩＢＭ コンパチブル ・マシン 共同開発の経緯

　については，荻野雄三ほか「富士通一日立の新 コソピ ュータ “Ｍシリーズ
’’

の戦

　略を徹底究明」『コソピ ュートピア』１９７５年２月号 ：鵜飼直哉「池田さんとアム

　ダールプ ロジ ェクト」富士通（株）『池田記念論文集』１９７８年 ：小林大祐『とく

　にかくや ってみろ』東洋経済新報杜，１９８３年，第５章 ：柏原久『ＩＢＭを震え上

　がらせた男』かんき出版，１９８６年，第ｍ部，などを参照 。

３５）富士通（株），前掲書，１３２～１３３ぺ 一ジ 。

３６）同上書，１３４べ 一ジ ：相磯秀夫ほか編『国産 コソピ ュータはいかに作られたか

　（『ｂｉｔ』１９８５年９月号別冊）』１９８５年 ，１３２～１３４ぺ 一ジ 。

３７）ｒＭ ！リース 発表１０年　　岐路に立つＩＢＭ互換機」『日経 コノヒュータ』１９８４

　年８月２０日 ，８１～８３べ 一ジ ：「コソピ ュータ会杜１０杜の実力比較」『コンピ ュート

　ピア』１９８２年１１月号，１０ぺ 一ジ 。

３８）以上，日本アイ ・ビー・ エム（株）『日本アイ ・ビー・ エム５０年史』１９８８年
，

　３３２～３３９べ 一ジ 。

（１９９１年１０月８日脱稿）

（７１１）


